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第  一  部    企    業    情    報  



第１  企  業  の  概  況 

１．主要な経営指標等の推移 

回           次  第８７期 第８８期 第８９期 第９０期 第９１期 
決 算 年 月  平成９年３月 平成10年３月 平成11年３月 平成12年３月 平成13年３月 

(1)連結経営指標等       

営 業 収 益 (百万円) 28,153 32,996 35,741 25,584 31,568 

経 常 利 益 (百万円) 1,667 2,154 3,282 5,346 4,098 

当 期 純 利 益 (百万円) 1,574 1,305 1,940 3,326 2,837 

純 資 産 額 (百万円) 114,277 114,621 113,159 116,716 118,582 

総 資 産 額 (百万円) 3,339,092 4,107,179 4,247,639 6,343,189 8,257,653 

１株当たり純資産額 (円) 923.45 926.24 956.76 986.86 1,045.02 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 12.71 10.54 15.97 28.12 24.16 

潜 在 株 式 調 整 後 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) － － － － － 

自 己 資 本 比 率 (％) 6.78 5.76 6.55 4.26 2.52 

自 己 資 本 利 益 率 (％) 1.38 1.14 1.70 2.89 2.41 

株 価 収 益 率 (倍) 80.19 52.14 37.25 27.20 17.79 

営業活動によるｷｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ  ー (百万円) － － － △5,346 2,029 

投資活動によるｷｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ  ー (百万円) － － － 7,984 4,399 

財務活動によるｷｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ  ー (百万円) － － － △830 △3,007 

現 金 お よ び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 (百万円) － － － 6,804 10,226 
従 業 員 数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
715 
[－] 

694 
[－] 

675 
[－] 

682 
[ 41] 

671 
[ 44] 

(2)提出会社の経営指標等       
営 業 収 益 (百万円) 23,487 28,274 30,804 19,633 24,520 

経 常 利 益 (百万円) 1,261 1,849 2,231 4,036 2,470 

当 期 純 利 益 (百万円) 1,035 1,103 1,195 2,414 1,765 

資 本 金 (百万円) 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 

発 行 済 株 式 総 数 (株) 123,750,000 123,750,000 118,274,000 118,274,000 113,474,000 

純 資 産 額 (百万円) 100,636 100,816 98,646 101,067 101,904 

総 資 産 額 (百万円) 3,325,513 4,092,630 4,220,253 6,160,280 7,644,860 

１株当たり純資産額 (円) 813.22 814.67 834.05 854.51 898.04 
１ 株 当 た り 配 当 額 
（うち１株当たり中間配当
額 ） 

(円) 
7.00 
(－) 

7.00 
(－) 

7.00 
(－) 

9.00 
(－) 

7.00 
(－) 

１株当たり当期純利益 (円) 8.36 8.91 9.84 20.41 15.03 

潜 在 株 式 調 整 後 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) － － － － － 

自 己 資 本 比 率 (％) 6.02 5.10 5.80 3.95 2.43 

自 己 資 本 利 益 率 (％) 1.03 1.10 1.20 2.42 1.74 

株 価 収 益 率 (倍) 121.95 61.69 60.44 37.48 28.59 

配 当 性 向 (％) 83.68 78.51 69.23 44.09 44.98 
従 業 員 数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
326 
[－] 

299 
[－] 

279 
[  2] 

259 
[  4] 

244 
[  4] 

(注)１．自己資本比率は、以下の算式により算出しております。 
資本合計 

自己資本比率＝ 
負債(※)・資本合計 

×１００(％) 
※預り担保有価証券および借入有価 
証券等を除く。 

２．営業収益（連結および提出会社とも）には、消費税は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、転換社債等潜在株式がないため記載しておりません。 

４．第９０期の１株当たり配当額９円は、創業５０周年記念配当２円を含んでおります。 

５．第８７期から第８９期までの提出会社の従業員数には、出向者を含めて表示しております。 



２．沿  革 

昭和 2年 7月 東株代行株式会社として設立、東京株式取引所における短期清算取引
の受渡調節業務を開始。 

昭和 18年 9月 短期清算取引の廃止に伴い、商号を東京証券株式会社と改め日本証券
取引所の第一種取引員となる。 

昭和 24年 5月 取引所売買の再開に伴い、証券金融業務を開始。 

 同  年 12月 商号を変更して、日本証券金融株式会社となる。 

昭和 25年 2月 金融機関としての経営機構を強化するため経営陣の一新を図り、株式
担保金融を主要業務として開始。 

 同  年 4月 東京証券取引所に上場。 

 同  年 5月 東京証券取引所の普通取引に直結したローン取引（融資業務は5月、貸
株業務は6月）を開始。 

昭和 26年 6月 ローン取引を発展的に解消して、貸借取引貸付を開始。 

昭和 30年 11月 北海道証券金融㈱、新潟証券金融㈱および福岡証券金融㈱３社の営業
の全部を譲受け、同年12月札幌、新潟および福岡に支店設置。 

昭和 31年 4月 証券取引法の改正に伴い、同法に基づく証券金融会社の免許を取得。 

昭和 33年 1月 日本ビルディング㈱を設立。 

昭和 35年 2月 公社債担保の貸付業務を開始。 

昭和 41年 6月 ㈱日本事務サービスを設立。 

昭和 42年 8月 証券会社に短期運転資金を融資する極度貸付を開始。 

昭和 43年 12月 公社債担保貸付を拡充し、公社債流通金融を開始。 

昭和 52年 3月 証券会社に対して貸借取引とは別に株券を貸付ける一般貸株業務を開始。 

 同  年 12月 国債元利金支払取扱店業務を開始。 

昭和 54年 10月 日本銀行が行う公社債流通金融担保登録公社債代用証書制度に関する
事務の代理業務を開始。 

昭和 60年 11月 証券会社の保護預り証券を担保とする顧客向けの極度貸付を開始。 

平成 元年 5月 債券貸借の仲介業務を開始。 

平成  8年 4月 現金担保付債券貸借仲介業務を開始。 

平成10年  11月 日証金信託銀行㈱を設立。 

平成12年  3月  割引短期国債等にかかる証券業務を開始。 
 



３．事業の内容 

  当社は、子会社 3 社および持分法適用関連会社 2 社を含む日証金グループの中核企業です。当社グ

ループは主として証券金融業および情報処理サービス業を行っています。 

  当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 

（証券金融業） 

貸  付  業  務…当社は貸借取引、公社債貸付、一般貸付、債券貸借および貸株業務などにより、

証券会社や個人投資家、機関投資家に対し、金銭または有価証券を貸付けていま

す。貸借取引については証券取引法第 156 条の 3 の規定により内閣総理大臣の免

許を受け、その他の貸付については兼業業務として届出ています。 

また、割引短期国債および政府短期証券の売買にかかる証券業務を行っていま

す。当業務については証券取引法第65条の 2第 1項の規定により内閣総理大臣に

登録しています。 

信託銀行業務… 子会社の日証金信託銀行㈱は、有価証券等の信託業務ならびに預金および貸出等

の銀行業務を行っています。 

不動産賃貸業務…子会社の日本ビルディング㈱は、主に当社グループが所有する不動産の賃貸・

管理を行っています。 

（情報処理サービス業） 

  子会社の㈱日本事務サービスは、システム開発・運用管理業務のほか、データエントリーなど

の業務を行っています。 

  持分法適用関連会社2社は、日本電子計算㈱および日本証券代行㈱であり、それぞれ情報処理   サ

ービス業および証券管理業務･名義書換代理人業務を行っています。 

  以上の企業集団等について図示すると次のとおりであります。 

     子会社 2 社  

     

  
証 券 金 融 業 

  
日 証 金 信 託 銀 行 株 式 会 社 

 

       

      

     
日 本 ビ ル デ ィ ン グ 株 式 会 社 

 

       

       

     子会社 1 社、持分法適用関連会社 1 社  

     

  
情 報 処 理 サ ー ビ ス 業 

  
株 式 会 社 日 本 事 務 サ ー ビ ス 

 

       

      

     
日 本 電 子 計 算 株 式 会 社 

 

       

       

     持分法適用関連会社 1 社  

     

  
そ の 他 

  
日 本 証 券 代 行 株 式 会 社 

 

       

       

     持分法非適用関連会社 2 社  

      

     
日 本 協 栄 証 券 株 式 会 社 

 

       

      

     
株 式 会 社 ジ ェ イ ・ ア イ ・ エ ス 

 

       

日    

本    

証    

券    

金    

融    

株    

式    

会    

社 



４．関係会社の状況 
 

名     称 住  所 
資 本 金 

（百万円） 
主 要 な 事 
業 の 内 容 

議決権の所有
（又は被所

有） 
割合（％） 

関   係   内   容 
摘
要 

（ 連 結 子 会 社 ）       

日証金信託銀行㈱ 
東京都 
中央区 

5,000 証 券 金 融 100.0 役員の兼任等･･･無  

日本ビルディング㈱ 
東京都 
中央区 

100 証 券 金 融 100.0 
当社所有の不動産を賃貸・管理している。 
役員の兼任等･･･無 

 

㈱日本事務サービス 
東京都 
中央区 

100 情報処理サービス 
100.0 
(17.5)

当社のシステム開発を委託している。 
役員の兼任等･･･有 

 

（持分法適用関連会社）       

日 本 電 子 計 算 ㈱ 
東京都 
中央区 

2,460 情報処理サービス 
29.1 
(2.8)

当社のシステム開発、計算を委託している。 
役員の兼任等･･･有 

※ 

日 本 証 券 代 行 ㈱ 
東京都 
中央区 

500 証券代行業務 36.6 
当社の名義書換代理人業務を委託している。 
役員の兼任等･･･有 

※ 

そ の 他 ２ 社       

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 
２．摘要欄の※印の会社は、有価証券報告書を提出しています。 
３．議決権の所有割合の（  ）内は、間接所有割合で内数です。 

 
５．従業員の状況 
  (1) 連結会社の状況 

（平成13年 3月 31日現在） 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

証 券 金 融           ２８８［  7］ 

情報処理サービス    ３８３［ 37］ 

合            計 ６７１［ 44］ 

（注）従業員は就業人数であり、臨時従業員数は[  ]内に当会計年度の平均人数を外数で記載しています。 

 
  (2) 提出会社の状況 

（平成13年 3月 31日現在） 

従 業 員 数 平 均 年 齢 平均勤続年数 平均年間給与 

２４４［  4］
人
 ４０

歳
３

ヵ月
 １７

年
５

ヵ月
 ９，５５１，７０９

円
 

（注）１．従業員は就業人数であり、臨時従業員数は[  ]内に当会計年度の平均人数を外数で記載して

います。 

２．平均年間給与は、基本賃金及び賞与の平均です。 

 
  (3) 労働組合の状況 

当社に労働組合はありません。 
 



第２  事  業  の  状  況 

１．業績等の概要 

(1)業  績 

当連結会計年度におけるわが国経済を顧みますと、企業収益の改善および設備投資の増加基調が続

く中で個人消費や住宅建設は回復感に乏しく、加えて年度後半は米国・東アジアなど海外経済の減速

に伴う輸出の減少が目立ち、景気は全体として調整色を濃くしております。 

株式市場については、期初1,732ポイントで始まった東証株価指数(TOPIX)は、景気が停滞色を強め

る中、金融機関の持ち合い解消売りや、米国株式市場の調整局面入りなどから軟調な展開となり、本

年３月初めには２年振りに 1,200 ポイントを割り込みました。その後日本銀行による金融緩和策の実

施や政府による緊急経済対策への期待などから若干持ち直し、期末は 1,277 ポイントで取引を終えま

した。東京市場における制度信用取引買い残高は、期初の３兆７千億円台から期末には１兆４千億円

台まで減少しました。 

当社においては、制度信用取引買い残高の急減に伴って貸借取引貸付金が減少しました。有価証券

貸付業務は、貸株業務が伸び悩んだものの債券貸借仲介の成約高は大幅に増加しました。 

この結果、当期の連結営業利益は2,964百万円（前期比29.3％減）、同経常利益は4,098百万円（前

期比23.3％減）となりました。また、貸借取引残高の大幅減少等により、貸倒引当金を1,369百万円

取崩す一方、退職給付債務の会計基準変更時差異 903 百万円を損失に計上したことなどから、連結当

期純利益は2,837百万円（前期比14.7％減）となりました。 
 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。 

○証券金融業部門 

貸借取引業務においては、貸借取引貸付金は期中平均で7,908億円と前期比 3,073 億円減少し、貸

付金利息収入は大幅減収となりました。一方、貸借取引貸付有価証券は期中平均で 5,128 億円と前期

比 649 億円増加したことに加え、融資より貸株の方が多くなる株不足銘柄の増加に伴い品貸料率が有

料となる銘柄が増えたことから、有価証券貸付料は大幅に増加しました。この結果、当業務の営業収

益は 15,754 百万円（前期比 18.2％増）となりました。なお、当業務の有価証券貸付料の増加は、貸

付と同率で調達する有価証券借入料の増加とほぼ見合うものであり、利益への影響はほとんどありま

せん。 

公社債貸付・一般貸付業務においては、証券会社向けについては、日本銀行当座預金取引等の即時

グロス決済（RTGS）化に伴う一時的な借入需要がみられましたが、個人･一般事業会社向けは、株式市

場の低迷を受けて低水準に推移しました。この結果、両貸付の期中平均残高はそれぞれ616億円、720

億円となり、当業務の営業収益は2,088百万円（前期比0.6％減）となりました。 

有価証券貸付業務においては、貸借取引以外の株券の貸付（一般貸株）は株価水準の低下等から金

額ベースでの残高が伸び悩んだため、当貸付の営業収益は1,119百万円（前期比29.3％減）となりま

した。一方、債券の貸付は現金担保付債券貸借取引（レポ取引）を中心に成約額が増加し、営業収益

は3,841百万円（前期比54.3％増）となりましたが、超低金利下、利ざやが縮小したことから、営業

利益ベースでの増益にはつながりませんでした。 

信託銀行業務においては、主に短期資金取引による貸付金利息が増加したほか、有価証券運用信託

による信託報酬も増収となったことから、営業収益は 2,426 百万円（前期比 126.9％増）となりまし

た。 

なお、その他収益は、ＲＴＧＳに対応するため、日銀差入用担保として国債を大量に購入したため、

当該国債に係る利息収入を中心に1,705百万円となりました。 

この結果、証券金融業部門の営業収益は、27,866百万円（前期比28.9％増）となりました。 



○ 情報処理サービス業部門 

情報処理サービス部門においては、ソフトウェアの販売が不調であったことやデータエントリーの

受注が減少したことから、当部門の営業収益は、3,701百万円（前期比6.5％減）となりました。 

在外子会社がないため所在地別業績はありません。 

(2)キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における連結ベースの現金および現金同等物は3,422百万円増加し、10,226百万円

となりました。 

(営業活動によるキャッシュ･フロー) 

当社では、主として資金の貸付および資金の調達が営業活動によるキャッシュフローに計上されて

おりますが、貸付金の減少等により当期は2,029 百万円の流入超（前期 5,346 百万円の流出超）とな

りました。 

(投資活動によるキャッシュ･フロー) 

有価証券の売却･償還等によって、4,399百万円の流入超（前期7,984百万円の流入超）となりまし

た。 

(財務活動によるキャッシュ･フロー) 

配当金支払いのほか自己株式取得により、3,007 百万円の流出超（前期 830 百万円の流出超）とな

りました。 

(3)貸付金利等の推移 

貸借取引金利（年利・申込日基準） 
年   月   日 融資金利(注) 貸株等代り金金利 備    考 

平成 12年 4月 1日現在 0.70% 0%  

平成 12年 10月 2日実施 0.85%(+0.15%) 0%  

平成13年 1月 4日実施 1.01%(+0.16%) 0%  

平成12年 3月 5日実施 0.88%(△0.13%) 0%  

平成13年 3月 31日現在 0.88% 0%  

(注)平成 13 年 4 月 2 日から融資金利を 0.75%、平成 13 年 5 月 1 日から 0.60%に引き下げました。 

証券会社向け一般貸付金利（年利） 
年   月   日 普通貸付 極度貸付 備    考 

平成 12年 4月 1日現在 1.625% 1.375%  

平成 12年 8月 30日実施 1.750%(+0.125%) 1.500%(+0.125%)  

平成 12年 3月 31日現在 1.750% 1.500%  

(注)平成 13 年 4 月 5 日から普通貸付金利を 1.625%、極度貸付金利を 1.375%に引き下げました。 

個人・法人向け証券担保ローン金利（年利） 
年   月   日 国債担保 その他債担保 株式担保 

平成12年 4月 1日現在 2.925% 3.425% 3.675% 

平成 13年 3月 31日現在 2.925% 3.425% 3.675% 

 



 (4) 当社グループ貸付金の状況 

   前連結会計年度 当連結会計年度 

   
自平成11年 4月 1日 
至平成12年 3月 31日 

自平成12年 4月 1日 
至平成13年 3月 31日 

百万円 百万円 
前期末残高 ５４４，３９１ １，５１２，１８２ 

貸 出 高 １６，６７２，６３９ １０，０２４，７６６ 

回 収 高 １５，７０４，８４９ １０，９５０，２５４ 

貸借取引貸付金 

当期末残高 １，５１２，１８２ ５８６，６９４ 

前期末残高 １２１，５８５ ５０，２２３ 

貸 出 高 ６５５，４５２ １，６３６，２６８ 

回 収 高 ７２６，８１４ １，５４３，５９０ 
公社債貸付金 

当期末残高 ５０，２２３ １４２，９０１ 

前期末残高 １１２，８０２ ８２，７３９ 

貸 出 高 ２９２，６０１ １２７，９４０ 

回 収 高 ３２２，６６５ １４４，３４３ 
一 般 貸 付 金 

当期末残高 ８２，７３９ ６６，３３６ 

前期末残高 １０，６００ １３，７５０ 

貸 出 高 １４６，６３０ ２９５，０４０ 

回 収 高 １４３，４８０ ２９２，９１０ 
信託銀行貸付金 

当期末残高 １３，７５０ １５，８８０ 

前期末残高 － ０ 

貸 出 高 ４７７，１９１ ２９，５８３，８２７ 

回 収 高 ４７７，１９１ ２９，０７６，５８３ 
買 現 先 勘 定 

当期末残高 ０ ５０７，２４３ 

前期末残高 ４１，５００ ３７，６８４ 

貸 出 高 １，７００，９２５ ３２０，２６１ 

回 収 高 １，７０４，７４１ ３５４，９９８ 
その他の貸付金 

当期末残高 ３７，６８４ ２，９４７ 

前期末残高 ８３０，８８０ １，６９６，５７８ 

貸 出 高 １９，９４５，４３９ ４１，９８８，１０４ 

回 収 高 １９，０７９，７４１ ４２，３６２，６８０ 
合 計 

当期末残高 １，６９６，５７８ １，３２２，００３ 

（注）前連結会計年度における買現先勘定の貸出高および回収高には、日証金信託銀行分を含ま

ず。



(5)当社グループ貸付有価証券の状況 
   前連結会計年度 当連結会計年度 

   
自平成11年 4月 1日 
至平成12年 3月 31日 

自平成12年 4月 1日 
至平成13年 3月 31日 

百万円 百万円 
前期末残高 ４２７，９７０ ４０９，３２９ 

貸 出 高 １４，５６１，９６５ １７，７５０，０８６ 

回 収 高 １４，５８０，６０７ １７，４９０，０５８ 

貸 借 取 引 
貸付有価証券 

当期末残高 ４０９，３２９ ６６９，３５７ 

前期末残高 １，３９７，４００ １，１７９，９００ 

貸 出 高 ３０，２５１，９００ ５０，２９２，３００ 

回 収 高 ３０，４６９，４００ ４９，７１６，４００ 

貸 債 券 取 引 
貸付有価証券 

当期末残高 １，１７９，９００ １，７５５，８００ 

前期末残高 １０，２９５ ４，００８ 

貸 出 高 １，８４６，００４ １，１６９，９２６ 

回 収 高 １，８５２，２９１ １，１７０，７５１ 

一 般 貸 株 
貸付有価証券 

当期末残高 ４，００８ ３，１８３ 

前期末残高 １，８３５，６６５ １，５９３，２３７ 

貸 出 高 ４６，６５９，８６９ ６９，２１２，３１３ 

回 収 高 ４６，９０２，２９８ ６８，３７７，２０９ 

合 計 

当期末残高 １，５９３，２３７ ２，４２８，３４０ 

 



(6)当社グループ業務別営業収益の状況 
   前連結会計年度 当連結会計年度 

   
自平成11年 4月 1日 
至平成12年 3月 31日 

自平成12年 4月 1日 
至平成13年 3月 31日 

   金額 百分比 金額 百分比 

   
百万円 % 百万円 % 

証 券 金 融 業 部 門 ２１，６２７ ８４．５ ２７，８６６ ８８．３ 

 貸 借 取 引 業 務 １３，３２２ ５２．１ １５，７５４ ４９．９ 

  
貸借取引貸付金利

息 
７，９３２ ３１．０ ６，２８９ １９．９ 

  
借入有価証券代り金利

息 ５９９ ２．４ １，３０８ ４．１ 

  
貸借取引有価証券貸付

料 ４，５３１ １７．７ ７，９５４ ２５．２ 

 公社債貸付・一般貸付業務 ２，１０１  ８．２ ２，０８８ ６．６ 

  公社債貸付金利息 ９７ ０．４ ２２２ ０．７ 

  一 般 貸 付 金 利 息 ２，００１ ７．８ １，８６５ ５．９ 

 有 価 証 券 貸 付 業 務 ４，０７３ １５．９ ４，９６１ １５．７ 

  株 券 １，５８３ ６．２ １，１１９ ３．５ 

  債 券 ２，４８９ ９．７ ３，８４１ １２．２ 

   
貸 債 券 取 引 
有価証券貸付料 

１，７８７ ７．０ ６２８ ２．０ 

   
借 入 有 価 証 券 
代 り 金 利 息 

７０２ ２．７ ３，２１３ １０．２ 

 信 託 銀 行 業 務 １，０６９ ４．２ ２，４２６ ７．７ 

  信 託 報 酬 ９８  ０．４ １５６ ０．５ 

 不 動 産 賃 貸 業 務 ９１２  ３．６ ９３０ ２．９ 

 そ の 他 １４７  ０．６ １，７０５ ５．４ 

情 報 処 理 サ ー ビ ス 業 部 門  ３，９５７ １５．５ ３，７０１ １１．７ 

 情 報 サ ー ビ ス 料 ３，５１１ １３．７ ３，３３０ １０．５ 

 機 械 賃 貸 料  ３４０ １．４ ２８７ ０．９ 

 そ の 他 １０５ ０．４ ８３ ０．３ 

 合 計 ２５，５８４ １００．０ ３１，５６８ １００．０ 

 



(7)当社グループ貸付金の状況（平均残高） 
   前連結会計年度 当連結会計年度 

   
自平成11年 4月 1日 
至平成12年 3月 31日 

自平成12年 4月 1日 
至平成13年 3月 31日 

   金額 百分比 金額 百分比 
 億円 % 億円 % 

貸 借 取 引 貸 付 金 １０，９８２ ７５．５ ７，９０８ ６８．９ 

公 社 債 貸 付 金 ５２８  ３．６ ６１６  ５．４ 

一 般 貸 付 金 ８１２  ５．６ ７２０  ６．３ 

信 託 銀 行 貸 付 金 １３５  ０．９ １６３  １．４ 

そ の 他 ２，０８８  １４．４ ２，０６３  １８．０

合 計 １４，５４７ １００．０ １１，４７２ １００．０ 

 



２．対処すべき課題 

景気の先行きにつきましては、量的金融緩和や政府の緊急経済対策などが徐々に下支え効果を発揮

するものと期待されますが、当面は停滞色の強い状況が続くものと予想されます。 

金融・証券市場におきましては、持ち株会社化による総合金融グループの設立が相次ぐほか、証券

会社の合併など再編が進み、競争が激化する中で経営の効率化を一段と進める動きが広がっています。

また、本年5月から取引所取引にかかる株券等のDVP決済化が実施され、有価証券の決済期間の短縮

化（T+1決済）への移行や決済機関の統一に向けた具体的な検討が進められています。 

こうした状況に対応し多様なニーズに迅速に応えていくため、当社は平成 14 年度稼動を目標に現

行システムの再構築に着手しました。証券市場における専門金融機関として、全社を挙げてこれに取

り組んでいく所存です。その先駈けとして、より円滑で効率的な株券貸借を目指し「e Stock Lending

（株券貸借取引ネットワークシステム）」の開発を進めており、本年5月には取引所決済のフェイル

（証券決済未了）を回避するための「DVP 対応即時貸株取引」をスタートさせました。今秋には機関

投資家等との間にも新たにネットワークを構築して貸し手・借り手のニーズに対応する「オファー・

ビッド株券貸借仲介取引」を開始し、貸株センターとしての機能拡充を図っていきます。 

また、変化の激しい短期金融市場のさまざまな動きに対しても適時適切に対応し、証券会社、金融

機関および投資家のニーズに積極的にお応えしていきたいと存じます。 

 

３．経営上の重要な契約等 

該当事項はありません。 

 

４．研究開発活動 

該当事項はありません。 

 

 



第３  設  備  の  状  況 

１．設備投資等の概要 

当社グループでは、総額1,314百万円の設備投資を行いました。内訳は、証券金融業が969百万円、

情報処理サービス業が344百万円であります。 

証券金融業の設備投資額のうち 567 百万円は無形固定資産であり、主に前連結会計年度末において

計画中であった日本銀行当座預金等の即時グロス決済(RTGS)（平成13年 1月実施）にかかる対応ソフ

トウェアの開発にかかったものであります。 

情報処理サービス業の設備投資額のうち有形固定資産は 231 百万円で、大部分はコンピュータ関連

機器であります。 



２．主要な設備の状況 

  当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1)提出会社 （平成 13 年 3 月 31 日現在） 
帳簿価額（百万円） 

事 業 所 名 
（ 所 在 地 ） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設 備
の 
内容 

建物及び
構 築 物 

車両及び 
運 搬 具 

土 地 
(面積㎡） 

ソ フ ト 
ウ ェ ア 

そ の 他 合   計 
従業員

数（人） 
摘  
要 

本     店 
（東京都中央区） 

証 券 金 融 その他 773 0 
588 

(  537) 
664 217 2,243 225 

 

札 幌 支 店 
（札幌市中央区） 

証 券 金 融 その他 32 0 
－ 

(    －) 
－ 1 33 8 

 

福 岡 支 店 
（福岡市中央区） 

証 券 金 融 その他 0 － 
－ 

(    －) 
－ 0 1 7 

 

福利厚生施設等 
（栃木県那須郡他3ヵ所） 

証 券 金 融 その他 26 － 
390 

(6,205) 
－ 1 418 4 

 

(2)国内子会社 （平成 13 年 3 月 31 日現在） 
帳簿価額（百万円） 会 社 名 

事 業 所 名 
（ 所 在 地 ） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設 備
の 
内容 

建物及び
構 築 物 

車両及び 
運 搬 具 

土 地 
(面積㎡） 

ソ フ ト 
ウ ェ ア 

そ の 他 合   計 
従業員

数（人） 
摘  
要 

日証金信託銀行㈱ 
本     社 

（東京都中央区）
証 券 金 融 その他 1 － 

－ 
(  －) 

15 12 29 18  

日本ビルディング㈱ 
本     社 

（東京都中央区）
証 券 金 融 その他 1,148 0 

1,181 
(12,262

) 
－ 43 2,373 26 (注)2 

㈱日本事務サービス 
本     店 

（東京都中央区）

情報処理 
サービス 

その他 488 － 
25 

( 535) 
222 412 1,148 216 (注)3 

㈱日本事務サービス 
千 葉 情 報 セ ン タ  

（千葉県野田市）

情報処理 
サービス 

シ ス テ ム 
開 発 

66 － 
8 

(1,159) 
－ 4 79 25  

(注)1.帳簿価額のうち「その他」は工具器具及び備品及び建設仮勘定の合計です。なお金額には消費税等を含みません。 
2.貸与中の建物 464 百万円を含んでおり、関連会社である日本証券代行㈱他に貸与されています。 
3.貸与中の建物 297 百万円を含んでおり、関連会社である日本証券代行㈱他に貸与されています。 
4.上記の他、主要な賃借及びリース設備として以下のものがあります。 

(2)国内子会社 （平成 13 年 3 月 31 日現在） 

会   社   名 
事 業 所 名 
（ 所 在 地 ） 

事 業 の 種 類 別 
セグメントの名称 

設備の 
内 容 

従業員数 
（人） 

土地の面積 
（千㎡） 

年 間 賃 借 料 
又はリース料 
（ 百 万 円 ） 

摘 要 

㈱日本事務サービス 
大 阪 支 店 
（大阪市淀川区） 

情報処理サービス その他 63 － 19  

㈱日本事務サービス 
名 古 屋 支 店 
（名古屋市千種区） 

情報処理サービス その他 79 － 19  

 
３．設備の新設、除却等の計画 

当社は、証券決済制度の改革（Ｔ＋１移行等）の制度変更に対応したシステムの構築、オンラインネットワークの拡
充、事務の効率化を目指し、現行の「日証金オンラインシステム」の全面的再構築を進めています。投資予定金額は
5,000 百万円で、全額自己資金で賄う予定です。 

  

投 資 予 定 金 額 着 手 及 び 完 了 予 定 会 社 名 
事 業 所 名 
( 所 在 地 ） 

事業の種類
別セグメン
ト の 名 称 

設備の内容 
総  額 既支払額 

資 金 調 達 方 法 
着  手 完  了 

日本証券金融㈱ 
本 店 
(東京都中央区) 

証 券 金 融 そ の 他 
百万円

5,000 － 自 己 資 金 平 成 1 3 年 5 月 平 成 1 5 年 3 月 



第４  提出会社の状況 

１．株式等の状況 

(1)株式の総数等 

種 類 
会社が発行する株式の総

数 
摘 要 

普 通 株 式 160,000,000  株（注）

平成 13 年 6 月 26 日の定時株主総会において定款

の変更が行われ、会社が発行する株式の総数は

10,276,000 株減少し、149,724,000 株となってお

ります。 

計 160,000,000  

(注)「株式を消却した場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 
     なお、当期末までに利益により株式10,276,000株を消却し、当期末では149,724,000 株となって

おります。 

 

記名・無記名の 発 行 数 上場証券取引  

別および額面・ 事業年度末現在 提 出 日 現 在 所または登録 摘  要 

無 額 面 の 別 

種 類 

(平成 13 年 3 月 31 日現在) (平成 13 年 6 月 27 日現在) 証券業協会名  

市 場 第 １ 部 記 名 式 ・ 額 面 
(券面額 50 円) 

普 通 
株 式 

113,474,000  株 113,474,000  株 東京証券取引所 
(注) 

発
行
済
株
式 

計  113,474,000  株 113,474,000  株   

(注)議決権を有しております。 

 

(2)発行済株式総数、資本金等の推移 

発行済株式総数 資  本  金 資本準備金 
年  月  日 

増減数 残高 増減額 残高 増減額 残高 
摘   要 

 千株 千株 百万円 百万円 百万円 百万円  

平成10年4月1日～ 
平成11年3月31日 

 ▲5,476 118,274 － 10,000 － 5,181 利益による消却 

平成12年4月1日～ 
平成13年3月31日 

 ▲4,800 113,474 － 10,000 － 5,181 利益による消却 



(3)所有者別状況 

（平成13年 3月 31日現在） 
株 式 の 状 況（１単位の株式数1,000株） 

区 分 政 府 お よ び 
地方公共団体 

金 融 
機 関 

証 券 
会 社 

そ の 他 
の 法 人 

外 国 法 人 等 
（うち個人） 

個 人 
そ の 他 

計 

単位未満 
株 式 の 
状 況 

 人        
株 主 数 1 65 97 104 90 

(3) 
8,665 9,022 - 

 単位       株 

所 有 株 式 数 2 36,430 19,447 11,981 14,126 
(33) 

30,289 112,275 1,199,000 

  ％        
 割

合 
0.00 32.45 17.32 10.67 12.58 

(0.29) 
26.98 100.00 - 

(注)１．自己株式3,622株は、「個人その他」に3単位、「単位未満株式の状況」に 622 株含まれてお
ります。 
  なお、自己株式3,622株は、株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式
数は622株であります。 

２．「その他の法人」および「単位未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、
それぞれ46単位および1,100株含まれております。 

 

(4)大株主の状況 

     （平成13年 3月 31日現在） 

氏 名 ま た は 名 称 住                    所 
所     有 
株  式  数 

発行済株式総数 
に 対 す る 所 有 
株 式 数 の 割 合 

  千株 ％ 

株式会社日本興業銀行 東京都千代田区丸の内１の３の３ 5,675 5.00 

株 式 会 社 あ さ ひ 銀 行 東京都千代田区大手町１の１の２ 4,640 4.08 

株 式 会 社 新 生 銀 行 東京都千代田区内幸町２の１の８ 4,601 4.05 

株 式 会 社 富 士 銀 行 東京都千代田区大手町１の５の５ 4,331 3.81 

野 村 證 券 株 式 会 社 東京都中央区日本橋１の９の１ 4,191 3.69 

財団法人資本市場振興財団 東京都中央区日本橋茅場町１の２の４ 3,531 3.11 

株 式 会 社 大 和 証 券 グ ル ー プ 本 社 東京都千代田区大手町２の６の４ 3,165 2.78 

東洋信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１の４の３ 2,996 2.64 

日 興 證 券 株 式 会 社 東京都中央区日本橋兜町６の５ 2,785 2.45 

新 光 証 券 株 式 会 社 東京都中央区八重洲２の４の１ 1,768 1.55 

計  37,684 33.21 

(注) 東洋信託銀行㈱は信託勘定Ａ口およびＢ口の合計株数であります。 



(5)議決権の状況 
議決権のある株式数 議 決 権 

の な い 
株 式 数 

自己株式等 そ の 他 
単位未満 
株 式 数 

摘                  要 

発
行
済
株
式 

株 
 
 

－ 

株 
 
 

1,213,000 

株 
 
 

111,062,000 

株 
 
 

1,199,000 

単位未満株式数に含まれている自己株式
および相互保有株式は次のとおりであり
ます。 
自 己 株 式         622株 
相互保有株式 
   日本証券代行㈱    625株 
   日本協栄証券㈱    750株 

(注)上記「議決権のある株式数」の「その他」および「単位未満株式数」の欄には、証券保管振替機構

名義の株式が、それぞれ46,000株および1,100株含まれております。 

 
所有者の氏名または名称等 所  有  株  式  数 

氏名または名称 住 所 
自 己 
名 義 

他 人 
名 義 

計 

発行済株式総
数に対する所

有 
株式数の割合 

摘要 

  株 株 株 ％  

日本証券代行株式会社 
中央区日本橋茅場
町 
１－２－４ 

680,000 － 680,000 0.59 (注) 

日本協栄証券株式会社 
中央区日本橋茅場
町 
１－２－１８ 

533,000 － 533,000 0.46  

自 
 
己 
 
株 
 
式 
 
等 

計  1,213,000 － 1,213,000 1.06  
(注)株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が 3,000 株あります。 

なお、当該株式数は上記｢発行済株式｣の「議決権のある株式数」の｢その他｣の欄に含まれておりま
す。 

 

(6)ストックオプション制度の内容 

該当事項はありません。 

 

 

２．自己株式の取得等の状況 

[取締役又は使用人への譲渡及び利益、資本準備金又は再評価差額金による消却に係る自己株式の取得等の状況] 

 

(1) 前決議期間における自己株式の取得等の状況 

 

株式の種類 普通株式 

イ  取締役又は使用人への譲渡のための取得の状況 

    該当事項はありません。 

 

 

 

 



 

 

ロ  利益、資本準備金又は再評価差額金による消却のための買受けの状況 

（平成13年 6月 26日現在） 

区          分 株  式  数 価額の総額 摘 要 

定 時 株 主 総 会 で の 授 権 状 況 

（ 平 成   年   月   日 決 議 ） 

株 

－ 

円 

－ 

 

利 益 に よ る 消 却 

(平成 12 年 10 月 30 日決議) 

(平成 13 年  2 月 26 日決議) 

3,000,000 

5,000,000 

1,500,000,000 

2,500,000,000 

計 8,000,000 4,000,000,000 

資 本 準 備 金 に よ る 消 却 

( 平 成   年   月   日決議) 
－ － 

取締役会

での決議

状 況 

再 評 価 差 額 金 に よ る 消 却 

( 平 成   年   月   日決議) 
－ － 

（注1） 

前決議期間における取得自己株式 

 ( 平 成 12 年 10月 30日 決 議 ) 

（ 平 成 13 年  2月 26日 決 議 ） 

3,000,000 

1,800,000 

1,209,094,000 

735,735,000 

計 4,800,000 1,944,829,000 

 

残存授権株式等の総数および価額の総額 

( 平 成 12 年 10月 30日 決 議 ) 

（ 平 成 13 年  2月 26日 決 議 ） 

 

0 

3,200,000 

 

290,906,000 

1,764,265,000 

 

計 3,200,000 2,055,171,000  

未 行 使 割 合 

( 平 成 12 年 10月 30日 決 議 ) 

（ 平 成 13 年  2月 26日 決 議 ） 

% 

0 

64.0 

% 

19.4 

70.6 

計 40.0 51.4 

（注 2）

（注）1.平成 11 年 6 月 29 日開催の定時株主総会において、「株式の消却の手続に関する商
法の特例に関する法律」第３条の規定に基づき、平成 11 年 6 月 30 日以降取締役会決
議をもって、11 百万株を限度として株式消却のために自己株式を取得することができ
る旨を定款に定めております。 

2.平成 13 年 3 月下旬以降、株価が上昇局面にあったことから、平成 13 年 2 月 26 日決
議分の未行使割合は 5 割以上となりました。 

 



ハ  取得自己株式の処理状況 

（平成13年 6月 26日現在） 

区           分 
譲渡株式数又は

消 却 株 式 数 

処 分 価 額 の 

総 額 

所 有 自 己 

株 式 数 

摘     

要 

取締役又は使用人への譲渡のため

の 取 得 自 己 株 式 

株 

－ 

円 

－ 

株 

－ 
 

利 益 に よ る 消 却 の た め の 

取 得 自 己 株 式 

(平成 1 2 年 10 月 30 日決議) 

(平成 13 年  2 月 26 日決議) 

3,000,000 

1,800,000 

 

1,209,094,000 

735,735,000 

 

 

0 

0 

計 4,800,000 1,944,829,000 0 

 

資 本 準 備 金 に よ る 消 却 の 

た め の 取 得 自 己 株 式 
－ － －  

再 評 価 差 額 金 に よ る 消 却 の 

た め の 取 得 自 己 株 式 
－ － －  

計   0  

 

(2) 当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況 

（平成13年 6月 26日決議） 

区       分 株式の種類 株 式 数 価額の総額 摘要 

取締役又は使用人への譲渡のため

の取得に係るもの 

 

－ 

株 

－ 

円 

－ 

 

利益による消却のための買受けに

係るもの 

 

普通株式 

 

11,000,000 

 

－ 

 

(注) 

資本準備金による消却のための買

受けに係るもの 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

再評価差額金による消却のための

買受けに係るもの 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

計 
 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

(注)「株式の消却の手続に関する商法の特例に関する法律」第３条第 1 項の規定によるものであ

ります。 

 

[資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況] 

該当事項はありません。 



３．配当政策 

  当社が証券取引法上の証券金融会社として公共的使命を果たし、証券界お

よび投資家の期待に応えていくためには財務体質の充実が不可欠であります

が、当社の業績は、その時々の証券市場および金融市場の動向に左右される

傾向があります。このような事情から、経営安定化のため内部留保の充実に

努めつつ、株主の皆様に対しては経済情勢や業績等を勘案し安定的かつ適正

な配当を維持していくことを基本としております。 

  以上の基本方針のもとで、当期の配当金につきましては 1 株につき 7 円と

いたしました。この結果、当期の配当性向は 44.98％となります。 

  内部留保につきましては、営業資金やシステム再構築のための投資等に充

当いたします。 

 
４．株価の推移 
 

回 次 第 87期 第 88期 第 89期 第 90期 第 91期 

決 算 年 月 平成9年3月 平成10年 3月 平成11年 3月 平成12年 3月 平成13年 3月 

最 高 1,780 1,180 650 800 780 

最近 5 年
間の事業
年度別最
高・最低
株価 

最 低 990 380 370 486 349 

月 別 平成12年 10月 11月 12月 平成13年 1月 2月 3月 

最 高 
円 

428 448 435 417 404 445 

当事業年
度中最近
６カ月間
の月別最
高・最低
株価 

最 低 
円 

349 360 384 372 369 372 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 



 

５．役 員 の 状 況 

役名および 
職 名 

氏           名 
( 生 年 月 日 ) 

略                       歴 
所 有 
株式数 

取 締 役 会 長 

(代表取締役) 
青 木  昭 

(昭和 6 年 11 月 30 日生) 

平成 元年 10 月  

    4 年  6 月  

    9 年  6 月  

   10 年  2 月  

   10 年  6 月 

   12 年  3 月 

   12 年  6 月 

日本輸出入銀行副総裁 

当社取締役社長 

日本電子計算取締役（現在） 

日本証券代行取締役（現在） 

当社取締役会長（現在） 

日本長期信用銀行取締役 

新生銀行(改組)取締役（現在） 

千株 

 

 

14 

 

 

取 締 役 社 長 

(代表取締役) 

小 島 邦 夫 
(昭和 12年 12月 15日生) 

平成  8 年  8 月 

    10 年  6 月 

日本興業銀行顧問 

当社取締役社長（現在） 
14 

取締役副社長 

(代表取締役) 
平 岡 哲 也 

(昭和 18 年 1 月 21 日生） 

平成 9 年   7 月 

    11 年 10 月 

12 年  6 月 

住宅・都市整備公団理事 

都市基盤整備公団（改組）理事 

当社取締役副社長(現在) 

3 

専 務 取 締 役 

(代表取締役) 

高 橋 捷 宣 

(昭和 17 年 2 月 11 日生) 

昭和 39 年  4 月 

平成  6 年  6 月 

8 年  6 月 

10 年  6 月 

12 年  6 月 

当社入社 

当社証券ローン部長 

当社取締役証券ローン部長 

当社常務取締役 

当社専務取締役(現在) 

 

 

8 

 

常 務 取 締 役 

 

堀 口  助 
（昭和 18 年 10 月 10 日生）

平成  8 年  6 月 

 8 年   9 月 

10 年  6 月 

東京共同銀行専務取締役 

整理回収銀行(改組)専務取締役 

当社常務取締役（現在） 

16 

 

常 務 取 締 役 

 

原 田 久 雄 
(昭和 18 年 7 月 28 日生） 

昭和 41 年  4 月 

平成  6 年  6 月 

9 年  6 月 

12 年  6 月 

当社入社 

当社企画室長 

当社取締役企画室長 

当社常務取締役（現在） 

8 

取 締 役 

（人事部長） 
土 屋 直 道 

(昭和 19 年 6 月 27 日生） 

昭和 42 年  4 月 

平成  6 年  4 月 

10 年  6 月 

当社入社 

当社貸債券部長 

当社取締役人事部長（現在） 

6 

取 締 役 
(企画室長) 

木 村  仁 
(昭和 20 年 1 月 23 日生） 

昭和 42 年  4 月 

平成 7 年 10 月 

 12 年  6 月 

当社入社 

当社融資部長 

当社取締役企画室長（現在） 

 

5 

 

取 締 役 
(貸借取引部長) 

風 間 吉 之 
(昭和 21 年 5 月 9 日生） 

昭和 44 年  4 月 

平成 10 年  6 月 

12 年  6 月 

当社入社 

当社貸債券部長 

当社取締役貸借取引部長（現在） 

 

9 

 

 

取 締 役 

 

澤 田  悌 
（大正 2年 1 月 4 日生） 

昭和 57 年  4 月 

63 年  6 月 

平成  6 年  6 月 

短資協会会長 

当社取締役(現在) 

短資協会特別顧問(現在) 

 

－ 

 

 

 
    



 

 

 
 

 
  

役名および 
職 名 

氏           名 
( 生 年 月 日 ) 

略                       歴 
所 有 
株式数 

 

取 締 役 

 

平 岩 外 四 
(大正 3 年 8 月 31 日生） 

昭和 59 年  6 月 

62 年 11 月 

63 年  6 月 

平成  5 年  6 月 

6 年  5 月 

東京電力取締役会長 

東京証券取引所理事（現在） 

当社取締役（現在） 

東京電力相談役（現在） 

経済団体連合会名誉会長（現在） 

千株 

 

2 

取 締 役 楠 田 智 昭 
(昭和 13 年 3 月 14 日生） 

平成 11 年  4 月 

12 年  6 月 

大和証券グループ本社取締役会長（現在） 

当社取締役（現在） 
－ 

常 勤 監 査 役 高 橋 紘 治 
(昭和 16 年 5 月 13 日生）

平成  7 年  6 月 

10 年  6 月 

東京証券取引所上場部長 

当社監査役（現在） 
9 

 

常 勤 監 査 役 

 

黄 瀬  浩 
(昭和 16 年 3 月 29 日生） 

昭和 39 年  4 月 

平成  8 年  6 月 

9 年  2 月 

12 年  6 月 

当社入社 

当社経理部長 

日本証券代行監査役（現在） 

当社監査役（現在） 

5 

 

常 勤 監 査 役 

 

平 野 尚 美 
(昭和 15 年 7 月 17 日生） 

昭和 40 年  4 月 

平成  8 年  6 月 

12 年  6 月 

当社入社 

当社総務部長 

当社監査役（現在） 

9 

 

監 査 役 

 

渡 靖 國  
(昭和 11 年 10 月 22 日生) 

昭和 45 年 11 月 

平成 11 年  7 月 

13 年  6 月 

丸国証券株式会社取締役社長(現在) 

東証正会員協会副会長(現在) 

当社監査役（現在） 

－ 

計 16 名  108 

(注) 監査役高橋紘治および渡 靖國の両氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法

律」第 18 条第１項に定める社外監査役であります。 



第５　 経　理　の　状　況

１． 連結財務諸表および財務諸表の作成方法について

（１）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和５１年大蔵省令

第２８号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで）は、改正前の連結財務諸

表規則に基づき、当連結会計年度（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで）は、改正後の連結

財務諸表規則に基づいて作成しております。

（２）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和３８年大蔵省令第５９

号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで）は、改正前の財務諸表等規則

に基づき、当事業年度（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで）は、改正後の財務諸表等規則

に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成１１年４月１日から平成１２年

３月３１日まで）および前事業年度（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで）ならびに当連結会

計年度（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで）および当事業年度（平成１２年４月１日から平

成１３年３月３１日まで）の連結財務諸表および財務諸表について、東陽監査法人の監査を受けております。

その監査報告書は、連結財務諸表および財務諸表のそれぞれの直前に掲げてあります。



１．連結財務諸表等

（１） 連結財務諸表

① 連結貸借対照表

前 連 結 会 計 年 度

（平成 12 年 3 月 31 日現在）

当 連 結 会 計 年 度

（平成 13 年 3 月 31 日現在）

　　　　　　　　　期　　　別

　科　　　目 内　　　訳 金　　　額 構成比 内　　　訳 金　　　額 構成比

〔資　　産　　の　　部〕 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

Ⅰ　流　 動　 資　 産

１． 現 金 及 び 預 金

２． コ ー ル ・ ロ ー ン

３． 受取手形及び売掛金

４． 有 価 証 券

５． た な 卸 資 産

６． 貸 付 金

７． 貸 付 有 価 証 券

８． 保 管 有 価 証 券

９． 寄 託 有 価 証 券

10． 繰 延 税 金 資 産

11． 借入有価証券代り金

12． そ の 他

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

Ⅱ　固　 定　 資　 産

(Ⅰ) 有 形 固 定 資 産

１． 建 物 及 び 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

２． 車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

３． 器 具 及 び 備 品

 減 価 償 却 累 計 額

４． 土 地

５． 建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

(Ⅱ) 無 形 固 定 資 産

(Ⅲ) 投資その他の資産

１． 投 資 有 価 証 券

２． 社 内 貸 付 金

３． 繰 延 税 金 資 産

４． そ の 他

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

※１

※１

※１

※１

※1.2

6,483

△3,819

25

△23

3,492

△2,699

5,985

197,000

763

751

7

1,696,578

1,593,237

239,054

1,780,304

189

782,244

1,462

△3,364

6,294,214

2,664

2

792

2,532

-

5,991

457

40,773

404

1,104

267

△24

42,525

48,974

99.2

0.8

6,552

△3,995

10

△9

2,906

△2,206

10,264

335,000

781

440,884

22

1,322,003

2,428,340

535,230

654,554

304

2,411,734

1,544

△1,919

8,138,745

2,557

1

700

2,526

260

6,045

948

111,103

391

252

265

△99

111,914

118,907

98.6

1.4

資 産 合 計 6,343,189 100.0 8,257,653 100.0



前 連 結 会 計 年 度

（平成 12 年 3 月 31 日現在）

当 連 結 会 計 年 度

（平成 13 年 3 月 31 日現在）

　　　　　　　　　期　　　別

　科　　　目 内　　　訳 金　　　額 構成比 内　　　訳 金　　　額 構成比

〔負　　債　　の　　部〕 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

Ⅰ　流　 動　 負　 債

１． 買 掛 金

２． コ ー ル ・ マ ネ ー

３． 売 渡 手 形

４． 短 期 借 入 金

５． コマーシャル・ペーパー

６． 未 払 法 人 税 等

７． 賞 与 引 当 金

８． 貸付有価証券代り金

９． 預 り 担 保 有 価 証 券

10． 借 入 有 価 証 券

11． 貸 付 有 価 証 券 見 返

12． そ の 他

流 動 負 債 合 計

Ⅱ　固　 定　 負　 債

１． 繰 延 税 金 負 債

２． 退 職 給 与 引 当 金

３． 退 職 給 付 引 当 金

４． 役員退職慰労引当金

５． そ の 他

固 定 負 債 合 計

136

567,700

-

130,353

431,500

1,359

426

1,409,924

2,303,182

1,298,414

11,000

68,053

6,222,048

-

2,913

-

868

641

4,423

98.1

0.1

148

950,100

383,300

443,016

181,500

1,249

708

2,450,336

1,055,021

2,500,579

62,523

105,416

8,133,899

250

-

3,459

819

641

5,171

98.5

0.1

負 債 合 計 6,226,472 98.2 8,139,070 98.6

〔 少 数 株 主 持 分 〕

少 数 株 主 持 分 - - - -

〔資　　本　　の　　部〕

10,000

5,181

101,537

-

10,000

5,181

101,268

2,132

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

資 本 金

資 本 準 備 金

連 結 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

116,719

△2

0.1

0.1

1.6

-

1.8

△0.0

118,583

△0

0.1

0.1

1.2

0.0

1.4

△0.0

資 本 合 計 116,716 1.8 118,582 1.4
負 債 ・ 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

6,343,189 100.0 8,257,653 100.0



② 連結損益計算書

前 連 結 会 計 年 度
自 平成 11 年 4 月 1 日
至 平成 12 年 3 月 31 日

当 連 結 会 計 年 度
自 平成 12 年 4 月 1 日
至 平成 13 年 3 月 31 日

期　　　別

科　　　目 内　　　訳 金　　　額 百分比 内　　　訳 金　　　額 百分比
百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

Ⅰ 営 業 収 益 25,584 100.0 31,568 100.0

１． 貸 付 金 利 息

２． 借入有価証券代り金利息

３． 有 価 証 券 貸 付 料

４． そ の 他 の 営 業 収 益

10,914

1,307

7,924

5,438

10,678

4,586

9,722

6,580

Ⅱ 営 業 費 用 12,786 50.0 20,836 66.0

１． 支 払 利 息

２． コマーシャル・ペーパー利息

３． 有 価 証 券 借 入 料

４． そ の 他 の 営 業 費 用

営 業 総 利 益

1,460

367

6,773

4,183

12,798 50.0

6,356

690

9,178

4,610

10,731 34.0

Ⅲ 一 般 管 理 費 8,605 33.6 7,767 24.6

１． 報 酬 給 与 等

２． 退 職 給 与 引 当 金 繰 入

３． 退 職 給 与 引 当 金 戻 入

４． 退 職 給 付 費 用

５． 役員退職慰労引当金繰入

６． 賞 与 引 当 金 繰 入

７． 事 務 計 算 費

８． 減 価 償 却 費

９． 貸 倒 引 当 金 繰 入

10． そ の 他

営 業 利 益

3,443

208

△51

-

206

244

1,210

367

938

2,036

4,192 16.4

3,406

-

-

330

200

518

1,166

389

-

1,755

2,964 9.4

Ⅳ 営 業 外 収 益 1,169 4.6 1,147 3.6

１． 受 取 利 息

２． 受 取 配 当 金

３． 持分法による投資利益

４． 賃 貸 料

５． 雑 収 入

420

100

487

92

68

356

112

505

93

80

Ⅴ 営 業 外 費 用 15 0.1 12 0.0

１． 支 払 利 息

２． 雑 支 出

経 常 利 益

14

0

5,346 20.9

11

0

4,098 13.0



前 連 結 会 計 年 度
自 平成 11 年 4 月 1 日
至 平成 12 年 3 月 31 日

当 連 結 会 計 年 度
自 平成 12 年 4 月 1 日
至 平成 13 年 3 月 31 日

期　　　別

科　　　目 内　　　訳 金　　　額 百分比 内　　　訳 金　　　額 百分比
百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

Ⅵ 特 別 利 益 78 0.3 1,477 4.6

１． 貸 倒 引 当 金 戻 入 益

２． 固 定 資 産 売 却 益

３． 投 資 有 価 証 券 売 却 益

４． 持 分 変 動 利 益

５． そ の 他

※１

-

45

-

32

-

1,369

6

101

-

0

Ⅶ 特 別 損 失 54 0.2 1,048 3.3

１． 固 定 資 産 売・ 除 却 損

２． 投 資 有 価 証 券 売 却 損

３． 投 資 有 価 証 券 処 分 損

４． 過年度役員退職慰労引当金繰入

５． 過 年 度 退 職 給 付 費 用

※２ 42

-

1

11

-

106

37

-

-

903

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

5,370

2,185

△141

3,326

21.0

8.5

△0.5

13.0

4,527

2,288

△597

2,837

14.3

7.2

△1.9

9.0

③ 連結剰余金計算書

前 連 結 会 計 年 度
自 平成 11 年 4 月 1 日
至 平成 12 年 3 月 31 日

当 連 結 会 計 年 度
自 平成 12 年 4 月 1 日
至 平成 13 年 3 月 31 日

　　　　　　　　　　　期　　　別

科　　　目 内　　　　訳 金　　　　額 内　　　　訳 金　　　　額
百万円 百万円 百万円 百万円

Ⅰ　連結剰余金期首残高

１． 過年度税効果調整額

Ⅱ　連 結 剰 余 金 減 少 高

１． 配 当 金

２． 役 員 賞 与

３． 自 己 株 式 消 却 額

Ⅲ　当 期 純 利 益

Ⅳ　連結剰余金期末残高

97,978

1,151

827

90

-

99,130

918

3,326

101,537

101,537

-

1,064

97

1,944

101,537

3,106

2,837

101,268



④ 連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度
自 平成11年4月 1日
至 平成12年3月31日

当連結会計年度
自 平成12年4月 1日
至 平成13年3月31日

期　　　　別

科　　　　目 金　　　　　　額 金　　　　　　額

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益
減価償却費
固定資産除売却損益（△）
有価証券関係損益（△）
貸倒引当金の増減（△）額
賞与引当金の増減（△）額
退職給与引当金の増減（△）額
退職給付引当金の増減（△）額
役員退職慰労引当金の増減（△）額
受取利息及び受取配当金
支払利息
持分法による投資損益（△）
貸付金の純増（△）減
コール･ローンの純増（△）減
借入有価証券代り金の純増（△）減
コール・マネーの純増減（△）
売渡手形の純増減（△）
借入金の純増減（△）
売現先勘定の純増減（△）
コマーシャル･ペーパーの純増減（△）
貸付有価証券代り金の純増減（△）
貸借取引担保金の純増減（△）
売上債権の純増（△）減
たな卸資産の純増（△）減
仕入債務の純増減（△）
有価証券の取得による支出
有価証券の売却・償還による収入
役員賞与の支払額
そ　の　他

百万円

5,370
669
△2
△30
928
13
28
-

217
△12,742

1,843
△520

△865,698
△22,300
△129,149

76,850
-

117,596
-

370,500
413,278
21,520

9
24

△12
-
-

△90
7,346

百万円

4,527
678
100

△535
△1,370

282
△2,913
3,459
△49

△16,459
7,162
△505

374,575
△138,000

△1,629,489
382,400
383,300
312,663
40,771

△250,000
1,040,411

△748
△18
△15
12

△624,566
113,028

△97
△3,355

小　　計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額
法人税等の支払額

△14,351
12,801
△1,864
△1,931

△4,751
15,847
△6,698
△2,367

営業活動によるキャッシュ・フロー
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出
有価証券の売却・償還による収入
有形固定資産の取得による支出
有形固定資産の売却による収入
無形固定資産の取得による支出
そ　の　他

△ 5,346

△29,486
38,218
△784
121
-

△82

2,029

△15
5,662
△633

20
△680

45
投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
配当金の支払額
利益消却目的の自己株式の取得による支出
そ　の　他

7,984

△827
-

△2

4,399

△1,064
△1,944

2
財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額
△830

-
△3,007

-
Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（又は減少額（△））
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高

1,807
4,996

3,422
6,804

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 6,804 10,226



[ 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ]

　　　　 前連結会計年度
自 平成11年4月 1日
至 平成12年3月31日

　　　　 当連結会計年度
自 平成12年4月 1日
至 平成13年3月31日

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社数　　　３社

子会社３社は全て連結しております。

連結子会社は、「第１ 企業の概況」の４.関係会

社の状況に記載しているため、省略しております。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数　　　２社

会社名

日本証券代行株式会社

日本電子計算株式会社

(2) 持分法非適用の関連会社数　　２社

会社名

日本協栄証券株式会社

株式会社ジェイ･アイ･エス

持分法を適用していない関連会社２社の合計の

当期利益および剰余金は、それぞれ連結利益およ

び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であります。

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異な

る日本証券代行株式会社については、当該会社の事業

年度にかかる財務諸表を使用しております。

３． 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であり

ます。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

① 有価証券

移動平均法による原価法を採用しております。

② たな卸資産

主として個別法による原価法を採用しております。

１． 連結の範囲に関する事項

連結子会社数　　　３社

同　　　　　左

２． 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数　　　２社

同　　　　　左

(2) 持分法非適用の関連会社数　　２社

同　　　　　左

(3) 　　　　同　　　　　左

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

同　　　　　左

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

① 有価証券

売買目的有価証券…時価法（売却原価は移動

平均法により算定）

満期保有目的債券…償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの

…決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの

…移動平均法による原価法または償

却原価法

② たな卸資産

同　　　　左



　　　　 前連結会計年度
自 平成11年4月 1日
至 平成12年3月31日

　　　　 当連結会計年度
自 平成12年4月 1日
至 平成13年3月31日

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法を採用し、主として法人税法に規定する

耐用年数により償却しております

② 無形固定資産

定額法を採用し、法人税法に規定する耐用年数

により償却しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 退職給与引当金

従業員の退職金の支払に備えるため、親会社は

退職金支給規程に基づく会社都合による期末退

職金要支給額から、連結子会社は従業員の自己都

合による期末退職金要支給額から、それぞれ期末

在籍者にかかる適格退職年金資産残高を控除し

た額が退職給与引当金の期末残高となるよう計

上しております。

② 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。

また、連結子会社１社は、内規の整備を機会に、

同慰労金を在任する各期に合理的に配分し、期間

損益の適正化を図るため、当連結会計年度より内

規に基づく期末要支給額を引当計上しておりま

す。この変更に伴い、当連結会計年度発生額 26

百万円は「一般管理費」に、過年度相当額 11 百

万円は「特別損失」にそれぞれ計上しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業

利益および経常利益は 26 百万円、税金等調整前

当期純利益は 37 百万円それぞれ減少しておりま

す。

なお、セグメント情報に与える影響については、

当該箇所に記載しております。

③ 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税

法の定める法定繰入率による限度額のほか、個別

債権について回収可能性を検討して計上してお

ります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　3～50 年

② 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しております。

なお、会計基準変更時差異（889 百万円）につ

いては１年で費用処理し、数理計算上の差異は、

主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（15 年）による定率法によ

り翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。

② 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計上しております。

③ 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。



　　　　 前連結会計年度
自 平成11年4月 1日
至 平成12年3月31日

　　　　 当連結会計年度
自 平成12年4月 1日
至 平成13年3月31日

④ 賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額

を計上しております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理に

よっております。

(5) 消費税等の処理方法

税抜方式を採用しております。

５．連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

連結子会社の資産および負債の評価については、全

面時価評価法を採用しております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却

を行っております。

７． 利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成し

ております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。

④ 賞与引当金

同　　　　　左

(4) 重要なリース取引の処理方法

同　　　　　左

(5) 消費税等の処理方法

同　　　　　左

５．連結子会社の資産および負債の評価に関する事項

同　　　　　左

６．連結調整勘定の償却に関する事項

同　　　　　左

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

同　　　　　左

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同　　　　　左



［表示方法の変更］

　　　　 前連結会計年度
自 平成11年4月 1日
至 平成12年3月31日

　　　　 当連結会計年度
自 平成12年4月 1日
至 平成13年3月31日

（連結貸借対照表）
前連結会計年度において独立掲記しておりました

「長期前払費用」（当連結会計年度 1 百万円）は、資
産の総額の 5/100 以下であるため、当連結会計年度に
おいては投資その他の資産の「その他」に含めて表示
しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
前連結会計年度において、「投資活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま
した「無形固定資産の取得による支出」は、当連結会
計年度より区分掲記することとしました。なお、前連
結会計年度の「投資活動によるキャッシュ・フロー」
の「その他」に含まれる当該金額は、△95 百万円であ
ります。

［ 追 加 情 報 ］

　　　　 前連結会計年度
自 平成11年4月 1日
至 平成12年3月31日

　　　　 当連結会計年度
自 平成12年4月 1日
至 平成13年3月31日

（ソフトウェア）
前連結会計年度まで投資その他の資産の「長期前払

費用」に計上しておりました自社利用のソフトウェア
については、「研究開発費及びソフトウェアの会計処
理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度
委員会報告第 12 号平成 11 年 3 月 31 日）における経過
措置の適用により、従来の会計処理方法を継続して採
用しております。
ただし、同報告により上記にかかるソフトウェアの

表示については、投資その他の資産の「長期前払費用」
から無形固定資産に変更し、減価償却の方法について
は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。

（税効果会計）
連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度か

ら税効果会計を適用して連結財務諸表を作成しており
ます。これに伴い、従来の税効果会計を適用しない場
合と比較し、繰延税金資産 1,293 百万円（流動資産
189 百万円、投資その他の資産 1,104 百万円）が新た
に計上されるとともに、当期純利益は、141 百万円、
連結剰余金期末残高は 1,293 百万円多く計上されてお
ります。
なお、セグメント情報に与える影響については、当

該箇所に記載しております。



　　　　 前連結会計年度
自 平成11年4月 1日
至 平成12年3月31日

　　　　 当連結会計年度
自 平成12年4月 1日
至 平成13年3月31日

（退職給付会計）
当連結会計年度から退職給付にかかる会計基準（「退

職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会　平成 10 年 6 月 16 日））を適用しており
ます。この結果、従来の方法によった場合と比較して、
退職給付費用は 79 百万円、厚生年金基金掛金等を調整
した経常利益は 23 百万円それぞれ増加し、税金等調整
前当期純利益は 880 百万円減少しております。
また、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務

債務等にかかる未払金は、退職給付引当金に含めて表
示しております。
なお、セグメント情報に与える影響については、当

該箇所に記載しております。

（金融商品会計）

当連結会計年度から金融商品に係る会計基準（「金

融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会　平成 11 年 1 月 22 日））を適用し、有価

証券の評価の方法について変更しておりますが、この

変更による損益への影響は軽微であります。また、そ

の他有価証券を時価評価したことによるその他有価証

券評価差額金 2,132 百万円および繰延税金負債

1,550 百万円を計上しております。

なお、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検

討し、満期保有目的の債券およびその他有価証券に含

まれている債券のうち１年内に満期の到来するものは

流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証

券として表示しております。その結果、期首時点にお

ける流動資産の有価証券は 518 百万円減少、投資有価

証券は 460 百万円増加しております。

セグメント情報に与える影響については、当該箇所

に記載しております。



［注　記　事　項］

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度（平成１２年３月３１日現在） 当連結会計年度（平成１３年３月３１日現在）

※１　このうち ※１　このうち

寄 託 有 価 証 券 1,054,596 百万円 有 価 証 券 379,553 百万円

借入有価証券代り金 782,244 百万円 保 管 有 価 証 券 115,300 百万円

投 資 有 価 証 券 1,246 百万円 寄 託 有 価 証 券 455,305 百万円

は次の債務の担保に供しております。 借入有価証券代り金 2,411,734 百万円

コ ー ル ・ マ ネ ー 206,700 百万円 投 資 有 価 証 券 54,403 百万円

短 期 借 入 金 103,561 百万円 は次の債務の担保に供しております。

借 入 有 価 証 券 736,741 百万円 コ ー ル ・ マ ネ ー 574,500 百万円

売 渡 手 形 383,300 百万円

短 期 借 入 金 123,561 百万円
なお、上記の担保提供資産のほか、貸付金の受入

担保有価証券 45,521 百万円を債務の担保に供してお
ります。 借 入 有 価 証 券 2,285,783 百万円

流動負債（その他） 40,771 百万円

※２　関連会社に対するものは次のとおりであります。

なお、上記の担保提供資産のほか、貸付金の受入
担保有価証券 494,884 百万円を債務の担保に供して
おります。

※２　関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 10,990 百万円 投資有価証券（株式） 11,406 百万円

（連結損益計算書関係）

　　　　 前連結会計年度
自 平成11年4月 1日
至 平成12年3月31日

　　　　 当連結会計年度
自 平成12年4月 1日
至 平成13年3月31日

※ １　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※ １　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

建　　　　　物　 2 百万円

器具及び備品　42 百万円

車両及び運搬具　 1 百万円

出　　資　　金　 5 百万円

※ ２　このうち、固定資産売却損の内訳は次のとおりで

　　あります。

※ ２　このうち、固定資産売却損の内訳は次のとおりで

　　あります。

建　　　　　物　 3 百万円

車両及び運搬具　 0 百万円

器具及び備品　 3 百万円

建　　　　　物　 7 百万円

出　　資　　金　10 百万円

そ　　の　　他　 1 百万円

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　　 前連結会計年度
自 平成11年4月 1日
至 平成12年3月31日

　　　 当連結会計年度
自 平成12年4月 1日
至 平成13年3月31日

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金

有価証券

流動資産その他に含まれる買入金銭債権

預入期間が３ヵ月を超える定期預金

株式

現金及び現金同等物

5,985 百万円

751 百万円

791 百万円

△38 百万円

△686 百万円

6,804 百万円

現金及び預金

預入期間が３ヵ月を超える定期預金

現金及び現金同等物

10,264 百万円

△38 百万円

10,226 百万円



（リース取引関係）

　　　　 前連結会計年度
自 平成11年4月 1日
至 平成12年3月31日

　　　　 当連結会計年度
自 平成12年4月 1日
至 平成13年3月31日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引は次のとおりで

あります。

（借主側）

①  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び年度末残高相当額

（借主側）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

①  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び年度末残高相当額

取得価額
相 当 額

減 価 償 却
累計額相当額

年度末残高
相 当 額

取得価額
相 当 額

減価償却
累計額相当額

年度末残高
相 当 額

車両及び運搬具 12 百万円 5 百万円 6 百万円 車両及び運搬具 8 百万円 6 百万円 1 百万円

器具及び備品 21 百万円 2 百万円 18 百万円 器具及び備品 156 百万円 17 百万円 138 百万円

合　　　計 33 百万円 8 百万円 24 百万円 合　　　計 164 百万円 24 百万円 139 百万円

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料年度末残高

が有形固定資産の年度末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しております。

② 未経過リース料年度末残高相当額

１年内　　　  7 百万円

１年超　　　 17 百万円

合　計　　   25 百万円

(注) 未経過リース料年度末残高相当額は、未経過リ

ース料年度末残高が有形固定資産の年度末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料　　   7 百万円

減価償却費相当額　　   6 百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料年度末残高

が有形固定資産の年度末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しております。

② 未経過リース料年度末残高相当額

１年内　　　 38 百万円

１年超　　　101 百万円

合　計　　  140 百万円

(注) 未経過リース料年度末残高相当額は、未経過リ

ース料年度末残高が有形固定資産の年度末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料　　 18 百万円

減価償却費相当額　　 17 百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

同　　　左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内　　　　 4 百万円

１年超　　　　 5 百万円

合　計　　　　 9 百万円



　　　　 前連結会計年度
自 平成11年4月 1日
至 平成12年3月31日

　　　　 当連結会計年度
自 平成12年4月 1日
至 平成13年3月31日

（貸主側）

①  リース物件の取得価額、減価償却累計額及び年度

末残高

（貸主側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

①  リース物件の取得価額、減価償却累計額及び年度

末残高

取得価額
減価償却
累 計 額 年度末残高 取 得 価 額

減価償却
累 計 額 年度末残高

器具及び備品 1,100 百万円 733 百万円 367 百万円 器具及び備品 769 百万円 504 百万円 264 百万円

そ の 他 68 百万円 27 百万円 41 百万円 そ の 他 53 百万円 24 百万円 29 百万円

合　　　計 1,169 百万円 760 百万円 408 百万円 合　　　計 822 百万円 529 百万円 293 百万円

② 未経過リース料年度末残高相当額

１年内　　　251 百万円

１年超　　　325 百万円

合　計　　  577 百万円

(注) 未経過リース料年度末残高相当額は、未経過リ

ース料年度末残高及び見積残存価額の残高の合計

額が、営業債権の年度末残高等に占める割合が低

いため、受取利子込み法により算定しております。

③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料　　 319 百万円

減価償却費　　 209 百万円

② 未経過リース料年度末残高相当額

１年内　　　204 百万円

１年超　　　193 百万円

合　計　　  398 百万円

(注) 未経過リース料年度末残高相当額は、未経過リ

ース料年度末残高及び見積残存価額の残高の合計

額が、営業債権の年度末残高等に占める割合が低

いため、受取利子込み法により算定しております。

③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料　　 264 百万円

減価償却費　　 164 百万円



（有価証券関係）

Ⅰ 前連結会計年度（平成 12 年 3 月 31 日現在）

有　価　証　券　の　時　価　等
（単位　百万円）

種　　　　類 連結貸借対照表計上額 時　　　価 評価損(△) 益

流動資産に属するもの

株 式

債 券

そ の 他

686

-

-

580

-

-

△106

-

-

小 計 686 580 △106

固定資産に属するもの

株 式

債 券

そ の 他

14,017

21,163

-

29,849

21,334

-

15,832

170

-

小 計 35,181 51,183 16,002

合 計 35,867 51,763 15,895

（注）１．時価の算定方法

上 場 有 価 証 券

上 記 以 外 の 債 券
(時価の算定が困難なものを除く)

…主に東京証券取引所の最終価格

…日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、
残存償還期間等を勘案して算定した価格

２． 開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額

流動資産に属するもの 中期国債ファンド 64 百万円

固定資産に属するもの 非 上 場 株 式
（店頭売買株式該当なし）

532 百万円

残存償還期間が１年以内の
非上場公募債券

5,059 百万円



Ⅱ 当連結会計年度

有　　 価　　 証　　 券

１．売買目的有価証券（平成 13 年 3 月 31 日現在）

連結貸借対照表計上額 67,249 百万円

当連結会計年度の損益に含まれた評価差額 21 百万円

２． 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 13 年 3 月 31 日現在）
（単位　百万円）

種　　　　　　　類
連結貸借対照表
計 上 額 時　　　価 差　　額

(1)

(2)

(3)

国債・地方債等

社 債

そ の 他

350,684

7,446

-

351,204

7,469

-

520

22

-

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの

小　　　計 358,131 358,674 543

(1)

(2)

(3)

国債・地方債等

社 債

そ の 他

5,042

13,010

-

5,028

12,962

-

△ 14

△ 47

-

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの

小　　　計 18,052 17,990 △ 61

合　　　　　　　計 376,183 376,665 481

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成 13 年 3 月 31 日現在）
（単位　百万円）

種　　　　　　　類 取 得 原 価
連結貸借対照表
計 上 額

差　　額

(1)

(2)

(3)

株 式

債 券

国債・地方債等

社 債

そ の 他

そ の 他

2,040

70,101

807

-

-

5,224

70,954

808

-

-

3,184

852

0

-

-

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

小　　　計 72,950 76,987 4,037

(1)

(2)

(3)

株 式

債 券

国債・地方債等

社 債

そ の 他

そ の 他

1,724

3,294

15,533

-

-

1,191

3,288

15,483

-

-

△ 533

△ 6

△ 49

-

-

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

小　　　計 20,552 19,963 △ 588

合　　　　　　　計 93,502 96,951 3,449

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 12 年 4 月 1 日　至平成 13 年 3 月 31 日）

（単位　百万円）

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

427 101 37



５．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成 13 年 3 月 31 日現在）

（単位　百万円）

連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非 上 場 債 券

非 上 場 株 式

59

118

合　　　　計 178

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額
（平成 13 年 3 月 31 日現在）

（単位　百万円）

1年以内 1年超 5年以内 5年超 10 年以内 10 年超

債　　　券

国債・地方債等

社 債

そ の 他

367,544

6,090

-

47,330

30,718

-

15,094

-

-

-

-

-

合　　　　計 373,634 78,049 15,094 -

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自平成 11 年 4 月 1 日　至平成 12 年 3 月 31 日）及び当連結会計年度（自平成 12 年 4 月

1 日　至平成 13 年 3 月 31 日）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。



（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社および連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度および退職一

時金制度を設けております。厚生年金基金制度については、当社は総合設立型厚生年金基金である日本証券

業厚生年金基金に昭和 46 年 6 月（基金設立と同時）より、連結子会社は総合設立型厚生年金基金である全

国情報サービス産業厚生年金基金等に加入しております。

なお、当該厚生年金基金への掛金拠出額割合に基づく当社および連結子会社の年金資産相当額は、2,299

百万円であります。

２．退職給付債務に関する事項

（単位　百万円）

当連結会計年度（平成13年3月31日現在）

イ．退職給付債務

ロ．年金資産

△ 6,556

2,783

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）

ニ．未認識数理計算上の差異

△ 3,772

312

ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ） △ 3,459

（注）連結子会社のうち 1社については、退職給付債務の算定にあたり、簡便

法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項

（単位　百万円）

当連結会計年度
自 平成12年4月 1日
至 平成13年3月31日

イ．勤務費用

ロ．利息費用

ハ． 期待運用収益

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額

242

196

△ 79

889

ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ） 1,248

（注）１．厚生年金基金に対する拠出金額を控除しております。

２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」

に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当連結会計年度（平成13年3月31日現在）

イ．退職給付見込額の期間配分方法

ロ．割引率

ハ． 期待運用収益率

ニ．数理計算上の差異の処理年数

期間定額基準

主として 3.0％

主として 3.0％

主として 15 年
（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定率法により、
翌連結会計年度から費用処理することとしております。）

ホ．会計基準変更時差異の処理年数 当連結会計年度一括費用処理



（税効果会計関係）

前連結会計年度（平成１２年３月３１日現在） 当連結会計年度（平成１３年３月３１日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 百万円 繰延税金資産 百万円

未払事業税 125 未払事業税 117

退職給与引当金 688 賞与引当金 208

役員退職慰労引当金 365 退職給付引当金 1,156

減価償却超過額 51 役員退職慰労引当金 345

繰延資産損金算入限度超過額 62 その他 226

その他 222 繰延税金資産合計 2,052

繰延税金資産合計 1,516

繰延税金負債 繰延税金負債

子会社資産評価差額 △188 子会社資産評価差額 △188

圧縮記帳積立金 △3 その他有価証券評価差額金 △1,550

その他 △31 その他 △6

繰延税金負債合計 △223 繰延税金負債合計 △1,746

繰延税金資産の純額 1,293 繰延税金資産の純額 306

なお、繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の

以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産

固定資産－繰延税金資産

固定負債－繰延税金負債

百万円
304

252

△250

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率

（調　整）

持分法投資利益

交際費等永久に損金に算入されない項目

その他

％
42.1

△ 4.1

0.4

△ 0.3

法定実効税率

（調　整）

持分法投資利益

交際費等永久に損金に算入されない項目

その他

％
42.1

△ 4.7

△ 0.4

0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.1 税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.3



（セグメント情報）
１．事業の種類別セグメント情報

ｏ　前連結会計年度（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで）

証券金融業
情 報 処 理
サービス業

計 消去又は全社 連 結

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

Ⅰ  営 業 収 益 及 び 営 業 損 益

営 業 収 益

(1)外部顧客に対する営業収益

(2)セグメント間の内部営業収益

計

営 業 費 用

営 業 利 益

21,627

16

21,643

17,543

4,100

3,957

59

4,016

3,924

91

25,584

76

25,660

21,468

4,192

-

(76)

(76)

(76)

-

25,584

-

25,584

21,391

4,192

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出

資 産

減 価 償 却 費

資 本 的 支 出

6,340,644

359

598

2,564

309

318

6,343,208

669

917

(18)

-

-

6,343,189

669

917

ｏ　当連結会計年度（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで）

証券金融業
情 報 処 理
サービス業

計 消去又は全社 連 結

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

Ⅰ  営 業 収 益 及 び 営 業 損 益

営 業 収 益

(1)外部顧客に対する営業収益

(2)セグメント間の内部営業収益

計

営 業 費 用

営 業 利 益

27,866

16

27,883

24,883

3,000

3,701

90

3,791

3,827

△36

31,568

106

31,675

28,711

2,964

-

(106)

(106)

(106)

-

31,568

-

31,568

28,604

2,964

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出

資 産

減 価 償 却 費

資 本 的 支 出

8,255,048

373

969

2,623

306

344

8,257,671

679

1,314

(18)

-

-

8,257,653

679

1,314

（注）１．事業区分は事業内容の実態を勘案して区分したものであります。

２．各事業の主な営業収益

 (1) 証 券 金 融 業…貸付金利息、有価証券貸付料等

 (2) 情報処理サービス業…事務計算受託料等

３． 資産についてはそのすべてを両セグメントに配分しております。

４． 減価償却費および資本的支出には、長期前払費用とその償却額が含まれております。

５． 会計処理基準等の変更

 （前連結会計年度）

(1) 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.(3)に記載のとおり、当連結会計年

度より連結子会社１社が役員退職慰労引当金を計上しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、「証券金融業」において当連結会計

年度の営業費用は 26 百万円増加し、営業利益は同額減少しております。



(2) 「追加情報」に記載のとおり、当連結会計年度より税効果会計を適用しております。

この適用に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の資産は「証券金融

業」が 994 百万円、「情報処理サービス業」が 299 百万円増加しております。

 （当連結会計年度）

(1) 「追加情報」に記載のとおり、当連結会計年度より退職給付会計に係る会計基準を適用して

おります。この適用に伴い、従来の方法によった場合に比較して当連結会計年度の営業費用は

「証券金融業」が 19 百万円、「情報処理サービス業」が 3 百万円減少し、営業利益はそれぞ

れ同額増加しております。

(2) 「追加情報」に記載のとおり、当連結会計年度より金融商品に係る会計基準を適用しており

ます。この適用に伴い、従来の方法によった場合に比較して「証券金融業」において当連結会

計年度の資産は 2,404 百万円増加しております。

２．所在地別セグメント情報

在外子会社がないため該当事項はありません。

３．海外売上高

該当事項はありません。

（関連当事者との取引）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益

986 円 86 銭

28 円 12 銭

１ 株 当 た り 純 資 産 額

１株当たり当期純利益

1,045 円 02 銭

24 円 16 銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、転換社債等潜在株式がないため記載してお

りません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、転換社債等潜在株式がないため記載しておりま

せん。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。



⑤  連結附属明細表

a . 社債明細表

該当事項はありません。

b.借入金等明細表

区　　　　　　分
前期末
残  高

当期末
残  高

平均利率 返済期限 摘　要

百万円 百万円 ％

短期借入金 130,353 443,016 0.495 -

１年以内に返済予定の長期借入金 - - - -

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） - - - -

その他の有利子負債

コール・マネー（１年内返済）

売 渡 手 形

コマーシャル・ペーパー（１年内返済）

そ の 他（１年内返済）

567,700

-

431,500

10,190

950,100

383,300

181,500

48,365

0.105

0.234

0.450

0.425

-

-

-

-

合　　　　　　計 1,139,743 2,006,281

（注１）平均利率は年度末利率によっております。

（注２）貸付有価証券代り金は、その他の有利子負債から除いております。

（２）そ の 他

該当事項はありません。



２ ． 財 務 諸 表 等

（１） 財 務 諸 表

① 貸借対照表

第 90 期（平成 12 年 3 月 31 日現在） 第 91 期（平成 13 年 3 月 31 日現在）　　　　　　　　　　期　　　別
科　　　目 内　　　訳 金　　　額 構成比 内　　　訳 金　　　額 構成比

〔資　　産　　の　　部〕 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

Ⅰ　流　　動　　資　　産
１． 現 金 及 び 預 金
２． コ ー ル ・ ロ ー ン
３． 有 価 証 券
４． 自 己 株 式
５． 貸 付 金
(1) 貸 借 取 引 貸 付 金
(2) 公 社 債 貸 付 金
(3) 一 般 貸 付 金
(4) 買 現 先 勘 定
(5) そ の 他 の 貸 付 金
６． 貸 付 有 価 証 券
(1) 貸借取引貸付有価証券
(2) 貸債券取引貸付有価証券
(3) その他の貸付有価証券
７． 保 管 有 価 証 券
８． 寄 託 有 価 証 券
９． 前 払 費 用
10． 繰 延 税 金 資 産
11． 借入有価証券代り金
12． 未 収 収 益
13． そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金
流 動 資 産 合 計

Ⅱ　固　　定　　資　　産
(Ⅰ) 有 形 固 定 資 産

1． 建 物
 減 価 償 却 累 計 額
2． 車 両 及 び 運 搬 具
 減 価 償 却 累 計 額
3． 器 具 及 び 備 品
 減 価 償 却 累 計 額
4． 土 地
5． 建 設 仮 勘 定
有 形 固 定 資 産 合 計

(Ⅱ) 無 形 固 定 資 産
1． 施 設 利 用 権
2． ソ フ ト ウ ェ ア
無 形 固 定 資 産 合 計

(Ⅲ) 投 資 そ の 他 の 資 産
1． 投 資 有 価 証 券
2． 関 係 会 社 株 式
3． 出 資 金
4． 差 入 保 証 金
5． 社 内 貸 付 金
6． 固 定 化 営 業 債 権
7． 繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金
投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

※１

※１

※１

※１

1,512,182
50,223
82,739

-
37,684

409,329
1,179,900

4,008

2,377
△1,514

20
△19
1,320

△1,068

4,349
39,000

686
2

1,682,828

1,593,237

239,054
1,780,304

150
131

784,333
428
16

△ 3,359
6,121,164

862

1

251
984
-

2,100

22
227
249

25,978
8,996
143
400
400
23
846
△24

36,765
39,115

99.4

0.6

586,694
142,901
66,336
497,247
2,947

669,357
1,780,800

3,183

2,364
△1,530

5
△5

1,019
△799

2,393
10,000
421,810

0
1,296,127

2,453,340

403,630
654,554

339
217

2,329,816
885
93

△ 1,907
7,571,301

833

0

220
978
260

2,292

21
664
686

60,727
8,996

74
393
388
98
-

△99
70,580
73,559

99.0

1.0
資 産 合 計 6,160,280 100.0 7,644,860 100.0



第 90 期（平成 12 年 3 月 31 日現在） 第 91 期（平成 13 年 3 月 31 日現在）　　　　　　　　　　期　　　別
科　　　目 内　　　訳 金　　　額 構成比 内　　　訳 金　　　額 構成比

〔負　　債　　の　　部〕 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

Ⅰ　流　　動　　負　　債
１． コ ー ル ・ マ ネ ー
２． 売 渡 手 形
３． 短 期 借 入 金
４． 関 係 会 社 借 入 金
５． コマーシャル・ペーパー
６． 売 現 先 勘 定
７． 未 払 金
８． 未 払 費 用
９． 未 払 法 人 税 等
10． 賞 与 引 当 金
11． 貸 借 取 引 担 保 金
12． 貸付有価証券代り金
13． 預 り 金
14． 前 受 金
15． 預 り 担 保 有 価 証 券
16． 借 入 有 価 証 券
17． 貸 付 有 価 証 券 見 返
18． 前 受 収 益
19． そ の 他 の 流 動 負 債
流 動 負 債 合 計

Ⅱ　固　　定　　負　　債
1． 繰 延 税 金 負 債
2． 退 職 給 与 引 当 金
3． 退 職 給 付 引 当 金
4． 役員退職慰労引当金
固 定 負 債 合 計

414,800
-

130,293
4,470

431,500
-
31
128

1,026
197

39,464
1,409,924

10,601
3

2,303,182
1,300,414

9,000
236

1,277
6,056,550

-
2,109

-
553

2,662

98. 3

0.1

574,900
383,300
282,976
5,060

181,500
40,771

29
648
846
457

38,715
2,509,455

7,924
3

1,055,021
2,393,979

62,523
259

1,221
7,539,595

250
-

2,684
425

3,360

98.6

0.1
負 債 合 計 6,059,213 98.4 7,542,956 98.7

〔資　　本　　の　　部〕
Ⅰ　資　　　 本 　　　金
Ⅱ　資 本 準 備 金
Ⅲ　利 益 準 備 金
Ⅳ　そ の 他 の 剰 余 金
１． 任 意 積 立 金
(1) 配 当 引 当 積 立 金
(2) 圧 縮 記 帳 積 立 金
(3) 別 途 積 立 金

２． 当 期 未 処 分 利 益
Ⅴ　その他有価証券評価差額金

※２

2,030
4

75,430

10,000
5,181
2,078
83,807
77,464

6,342
-

0.2
0.1
0.0
1.3

-

2,030
4

77,430

10,000
5,181
2,192
82,383
79,464

2,918
2,147

0.1
0.1
0.0
1.1

0.0
資 本 合 計 101,067 1.6 101,904 1.3
負 債 ・ 資 本 合 計 6,160,280 100.0 7,644,860 100.0



②  損益計算書

第９０期
自 平成11年4 月  1 日
至 平成12年3月31 日

第９１期
自 平成12年4月  1日
至 平成13 年3月31 日

期　　　別

科　　　目 内　　　訳 金　　　額 百分比 内　　　訳 金　　　額 百分比
百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

Ⅰ　営 業 収 益 19,633 100.0 24,520 100.0
１． 貸 付 金 利 息
(1) 貸 借 取 引 貸 付 金 利 息
(2) 公 社 債 貸 付 金 利 息
(3) 一 般 貸 付 金 利 息
(4) コ ー ル ・ ロ ー ン 利 息
(5) そ の 他 の 貸 付 金 利 息

２． 借入有価証券代り金利息
３． 受 取 手 数 料
(1) 貸 借 取 引 受 取 手 数 料
(2) 一 般 貸 付 受 取 手 数 料
(3) 国債元利金支払取扱受取手数料
(4) そ の 他 の 受 取 手 数 料

４． 有 価 証 券 貸 付 料
(1) 貸借取引有価証券貸付料
(2) 貸債券取引有価証券貸付料
(3) その他の有価証券貸付料

５． そ の 他

7,932
97

2,001
32
47

259
2
16
26

4,531
1,787
1,596

10,111

1,301
304

7,915

-

6,289
222

1,864
281
330

202
1
50
23

7,954
632

1,128

8,988

4,533
277

9,714

1,006
Ⅱ　営 業 費 用 8,954 45.6 16,192 66.0
１． 支 払 利 息
(1) コ ー ル ・ マ ネ ー 利 息
(2) 売 渡 手 形 利 息
(3) 借 入 金 利 息
(4) 貸付有価証券代り金利息
(5) そ の 他 の 支 払 利 息
２． コマーシャル・ペーパー利息
３． 支 払 手 数 料
(1) 貸 借 取 引 支 払 手 数 料
(2) 公社債貸付支払手数料
(3) 一 般 貸 付 支 払 手 数 料
(4) 貸債券取引支払手数料
(5) そ の 他 の 支 払 手 数 料
４． 有 価 証 券 借 入 料
(1) 貸借取引有価証券借入料
(2) 貸債券取引有価証券借入料
(3) その他の有価証券借入料

５． そ の 他
営 業 総 利 益

229
-

205
684
169

156
0

116
8

243

4,530
1,548
694

1,287

367
526

6,772

-
10,679 54.4

694
359

1,235
2,953
132

141
-

112
7

673

7,952
669
541

5,374

690
935

9,163

28
8,327 34.0

Ⅲ　一 般 管 理 費 7,437 37.9 6,625 27.0
１． 報 酬 給 与 等
２． 退 職 給 与 引 当 金 繰 入
３． 退 職 給 与 引 当 金 戻 入
４． 退 職 給 付 費 用
５． 役員退職慰労引当金繰入
６． 賞 与 引 当 金 繰 入
７． 福 利 厚 生 費
８． 事 務 計 算 費
９． 交 通 費 ・ 通 信 費
10． 広 告 宣 伝 費
11． 賃 貸 料 ・ 管 理 費
12． 減 価 償 却 費
13． 貸 倒 引 当 金 繰 入
14． そ の 他

営 業 利 益

2,842
192
△ 36

-
131
197
620

1,210
104
70
416
192
938
556

3,241 16.5

2,791
-
-

309
120
457
336

1,166
108
73
447
194
-

620
1,702 7.0



第９０期
自 平成11 年4月  1 日
至 平成12 年3 月31 日

第９１期
自 平成12年4月  1日
至 平成13 年3月31 日

期　　　別

科　　　目 内　　　訳 金　　　額 百分比 内　　　訳 金　　　額 百分比
百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

Ⅳ　営 業 外 収 益 795 4.0 769 3.1

１． 受 取 利 息
２． 有 価 証 券 利 息
３． 受 取 配 当 金
４． 有 価 証 券 売 却 益
５． 賃 貸 料
６． 有 価 証 券 償 還 益
７． 雑 益

※１

13
394
242
1
92
0
50

9
333
262
0
93
0
70

Ⅴ　営 業 外 費 用 0 0.0 0 0.0

１． 有 価 証 券 売 却 損
２． 雑 損

経 常 利 益

0
0

4,036 20.5

0
0

2,470 10.1
Ⅵ　特 別 利 益 16 0.1 1,484 6.0

１． 貸 倒 引 当 金 戻 入 益
２． 投 資 有 価 証 券 売 却 益
３． 固 定 資 産 売 却 益
４． そ の 他

※２

-
-
16
-

1,376
101
6
0

Ⅶ　特 別 損 失 4 0.0 1,028 4.2

１． 投 資 有 価 証 券 売 却 損
２． 固 定 資 産 除 却 損
３． 固 定 資 産 売 却 損
４． 過 年 度 退 職 給 付 費 用

※３

-
1
3
-

37
67
19
903

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

4,048
1,716
△82
2,414

20.6
8.7

△0.4
12.3

2,926
1,711
△550
1,765

11.9
7.0

△2.3
7.2

前 期 繰 越 利 益
過 年 度 税 効 果 調 整 額

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う
圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩 額

自 己 株 式 消 却 額
当 期 未 処 分 利 益

3,029
895

3

-
6,342

3,098
-

-

△1,944
2,918



③ 利益処分計算書

第 ９ ０ 期

平成１２年６月２９日

株　主　総　会　決　議

第 ９ １ 期

平成１３年６月２６日

株　主　総　会　決　議

　　　　　　　　　期　　　別

科　　　目 内　　　　訳 金　　　　額 内　　　　訳 金　　　　額
百万円 百万円 百万円 百万円

Ⅰ　当 期 未 処 分 利 益

Ⅱ　任 意 積 立 金 取 崩 額

１． 圧縮記帳積立金取崩額

２． 別 途 積 立 金 取 崩 額

0

-

6,342

0

4

1,000

2,918

1,004

計

Ⅲ　利 益 処 分 額

１． 利 益 準 備 金

２． 配 当 金

３． 役 員 賞 与 金

 （うち監査役賞与金）

４． 別 途 積 立 金

114

1,064

66

(15)

2,000

6,342

3,244

86

794

61

(14)

-

3,923

941

Ⅳ　次　期　繰　越　利　益 3,098 2,981



[ 重要な会計方針 ]

第 ９ ０ 期
自 平成11年4月  1日
至 平成12 年3月31 日

第 ９ １ 期
自 平成12年4月  1日
至 平成13 年3月31 日

１．有価証券の評価基準および評価方法

移動平均法による原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

定率法を採用し、自動車を除いては法人税法に規

定する耐用年数により償却しております。

(2) 無形固定資産

定額法を採用し、法人税法に規定する耐用年数に

より償却しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

３．引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法

の定める法定繰入率による限度額のほか、個別債権

について回収可能性を検討して計上しております。

 (2) 賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、賞与支給対象

期間に基づく当期の支給見込額を計上しておりま

す。

 (3) 退職給与引当金

従業員の退職金の支払に備えるため、当社の退職

金支給規程に基づく会社都合による期末退職金要

支給額から期末在籍者にかかる適格退職年金資産

残高を控除した額が退職給与引当金の期末残高と

なるよう計上しております。

また、取崩は退職者の前期末退職金要支給額によ

っております。

１．有価証券の評価基準および評価方法

売買目的有価証券 … 時価法（売却原価は移動平

均法により算定）

満期保有目的の債券 … 償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式

 … 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

 … 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

 … 移動平均法による原価法または償却原価法

２．固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物　　3～50 年

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

３．引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

 (2) 賞与引当金

同　　　　　左

 (3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務および年金資産の見込額に基

づき計上しております。

なお、会計基準変更時差異（903 百万円）につい

ては 1年で費用処理し、数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15 年）による定率法により翌事業年度から費

用処理することとしております。



第 ９ ０ 期
自 平成11年4月  1日
至 平成12 年3月31 日

第 ９ １ 期
自 平成12年4月  1日
至 平成13 年3月31 日

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

４．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理に

よっております。

５． 適格退職年金制度

①　第 75 期（昭和 60 年 3 月）より、従業員が定年退職

（勤続 20 年以上）したときに支給する退職金の一部

について適格退職年金制度に移行しております。

②　平成 12 年 3 月 31 日現在の年金資産残高は 2,330

百万円であり、うち在籍者分は 726 百万円でありま

す。

③　過去勤務費用の掛金期間は 7年であります。

④　当該年金制度は定年退職者のみを対象としており

ますので、移行時において退職給与引当金の超過額は

発生しておりません。

６．消費税等の処理方法

税抜方式を採用しております。

 (4) 役員退職慰労引当金

同　　　左

４．リース取引の処理方法

同　　　　　左

５．消費税等の処理方法

同　　　　　左



［ 追　加　情　報 ］

第 ９ ０ 期
自 平成11年4月  1日
至 平成12 年3月31 日

第 ９ １ 期
自 平成12年4月  1日
至 平成13 年3月31 日

（ソフトウェア）
前期まで投資その他の資産の「長期前払費用」に計

上しておりました自社利用のソフトウェアについて
は、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関す
る実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報
告第 12 号 平成 11 年 3 月 31 日）における経過措置の
適用により、従来の会計処理方法を継続して採用して
おります。
ただし、同報告により上記にかかるソフトウェアの表

示については、投資その他の資産の「長期前払費用」
から無形固定資産の「ソフトウェア」に変更し、減価
償却の方法については、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

（税効果会計）
財務諸表等規則の改正により、当期から税効果会計

を適用して財務諸表を作成しております。これに伴い、
従来の税効果会計を適用しない場合と比較し、繰延税
金資産 977 百万円（流動資産 131 百万円、投資その他
の資産 846 百万円）が新たに計上されるとともに、当
期純利益は 82 百万円、当期未処分利益は 977 百万円多
く計上されております。

（退職給付会計）
当期より退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平
成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。この結果、
従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用は
36 百万円、厚生年金基金掛金等を調整した経常利益は
19 百万円それぞれ増加し、税引前当期純利益は 884 百
万円減少しております。
また、退職給与引当金および企業年金制度の過去勤務

債務等にかかる未払金は、退職給付引当金に含めて表示
しております。

（金融商品会計）
当期より金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平
成 11 年 1 月 22 日））を適用し、有価証券の評価の方法
について変更しております。この結果、経常利益は
21 百万円、税引前当期純利益は 21 百万円増加しており
ます。また、その他有価証券を時価評価したことによる
その他有価証券評価差額金 2,147 百万円および繰延税
金負債 1,561 百万円を計上しております。
なお、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討

し、満期保有目的の債券およびその他有価証券に含まれ
ている債券のうち 1 年内に満期の到来するものは流動
資産の有価証券として、それら以外は投資有価証券とし
て表示しております。その結果、期首時点における流動
資産の有価証券は 518 百万円減少、投資有価証券は 460
百万円増加しております。



〔 注　記　事　項 〕

（貸借対照表関係）

第９０期（平成 12 年 3 月 31 日現在） 第９１期（平成 13 年 3 月 31 日現在）

※ １ このうち

寄 託 有 価 証 券　　　1,054,596 百万円

借入有価証券代り金　　　  784,333 百万円

投 資 有 価 証 券　　　　　  131 百万円

は次の債務の担保に供しております。

コ ー ル ・ マ ネ ー　　　  205,800 百万円

短　期　借　入　金　　　  103,561 百万円

借 入 有 価 証 券　　　  738,741 百万円

なお、上記の担保提供資産のほか、公社債貸付

金および一般貸付金等の受入担保有価証券

45,521 百万円を債務の担保に供しております。

※２ 授権株式数は 154,524 千株、発行済株式数は

    118,274 千株であります。

※ １ このうち

有 価 証 券　　　　379,553 百万円

寄 託 有 価 証 券　　　  455,305 百万円

借入有価証券代り金　　  2,329,816 百万円

投 資 有 価 証 券　　　　 54,403 百万円

は次の債務の担保に供しております。

コ ー ル ・ マ ネ ー　　　  420,000 百万円

売 渡 手 形　　　　383,300 百万円

短　期　借　入　金　　　  123,561 百万円

売 現 先 勘 定　　　　 40,771 百万円

借 入 有 価 証 券　　　2,209,183 百万円

なお、上記の担保提供資産のほか、公社債貸付

金および一般貸付金等の受入担保有価証券

443,084 百万円を債務の担保に供しております。

※２ 授権株式数は 149,724 千株、発行済株式数は

    113,474 千株であります。

（損益計算書関係）

第９０期
自 平成 11 年 4 月 1 日
至 平成 12 年 3 月 31 日

第９１期
自 平成 12 年 4 月 1 日
至 平成 13 年 3 月 31 日

※１ このうち、関係会社株式にかかるものは 150 百万円

であります。

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土　　　　　地　14 百万円

建　　　　　物　 2 百万円

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建　　　　　物　 3 百万円

車両及び運搬具　 0 百万円

器具及び備品　 0 百万円

※１ このうち、関係会社株式にかかるものは 166 百万円

であります。

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

車両及び運搬具　 1 百万円

出　　資　　金　 5 百万円

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建　　　　　物　 7 百万円

出　　資　　金　10 百万円

そ　　の　　他　 1 百万円



（リース取引関係）

第９０期
自 平成 11 年 4 月 1 日
至 平成 12 年 3 月 31 日

第９１期
自 平成 12 年 4 月 1 日
至 平成 13 年 3 月 31 日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引は次のとおりで

あります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び年度末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引は次のとおりで

あります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び年度末残高相当額

取得価額
相 当 額

減 価 償 却
累計額相当額

期末残高
相 当 額

取得価額
相 当 額

減価償却
累計額相当額

期 末 残 高
相 当 額

車両及び運搬具 12 百万円 5 百万円 6 百万円 車両及び運搬具 8 百万円 6 百万円 1 百万円

器具及び備品 21 百万円 2 百万円 18 百万円 器具及び備品 302 百万円 47 百万円 255 百万円

合　　　計 33 百万円 8 百万円 24 百万円 合　　　計 310 百万円 53 百万円 256 百万円

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内　　　  7 百万円

１年超　　　 17 百万円

合　計　　   25 百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料　　   7 百万円

減価償却費相当額　　   6 百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内　　　 67 百万円

１年超　　  191 百万円

合　計　　  258 百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料　　  49 百万円

減価償却費相当額　　  46 百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同　　　左

２． オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内　　　  3 百万円

１年超　　    5 百万円

合　計　　    8 百万円



（有価証券関係）

前連結会計年度にかかる「有価証券の時価等」および当連結会計年度にかかる「有価証券」（子会社株式及

び関連会社株式で時価のあるものは除く）に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記

載しております。

当事業年度（自平成 12 年 4 月 1 日　至 13 年 3 月 31 日）

・ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
 （単位　百万円）

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

子 会 社 株 式 - - -

関 連 会 社 株 式 515 10,045 9,529

合　　計 515 10,045 9,529

（税効果会計関係）

第９０期（平成 12 年 3 月 31 日現在） 第９１期（平成 13 年 3 月 31 日現在）

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産

未払事業税

退職給与引当金

役員退職慰労引当金

繰延資産損金算入限度超過額

その他

百万円

95

504

233

53

94

繰延税金資産

未払事業税

賞与引当金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

その他

百万円

79

154

978

178

136

繰延税金資産合計

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金

981

△3

繰延税金資産合計

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金

1,528

△1,561

繰延税金負債合計 △3 繰延税金負債合計 △1,561

繰延税金資産の純額 977 繰延税金負債の純額 △33

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率

（調　整）

交際費等永久に損金に算入されない項目

その他

％
42. 1

△ 2.6

0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.7



（1株当たり情報）

第 ９ ０ 期 第 ９ １ 期

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益

854 円 51 銭

20 円 41 銭

１ 株 当 た り 純 資 産 額

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

898 円 04 銭

15 円 03 銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、転換社債等潜在株式がないため記

載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、転換社債等潜在株式がないため記載し

ておりません。

（重要な後発事象）

該 当 事 項 は あ り ま せ ん 。



④ 附 属 明 細 表

a . 有 価 証 券 明 細 表

銘　　　　　柄 券面総額 貸借対照表計上額

債　券
政府短期証券（２銘柄）

百万円

67,260
百万円

67,249
売買目的

有価証券

売買目的有価証券合計 67,260 67,249

銘　　　　　柄 券面総額 貸借対照表計上額

債　券
割引短期国庫債券（１６銘柄）

百万円

330,000
百万円

329,525
満期保有

目的の債券

満期保有目的の債券合計 330,000 329,525

銘　　　　　柄 券面総額 貸借対照表計上額

債　券 割引短期国庫債券（３銘柄）

利付国庫債券（１銘柄）

利付興業債券（３銘柄）

割引興業債券（１銘柄）

百万円

10,000

10,000

4,900

60

百万円

9,998

10,032

4,944

59

その他有価証券

その他有価証券合計 24,960 25,035

有
　
　
価
　
　
証
　
　
券

有　　価　　証　　券　　合　　計 422,220 421,810

銘　　　　　柄 株　式　数 貸借対照表計上額

㈱みずほホールディングス

㈱東海銀行

㈱三和銀行

㈱さくら銀行

㈱あさひ銀行

㈱東京三菱銀行

㈱福岡銀行

中部電力㈱

関西電力㈱

中国電力㈱

その他（１３銘柄）

株

4,735

2,001,000

635,000

721,800

1,012,000

263,200

441,825

50,000

50,000

50,000

844,850

百万円

3,338

858

434

415

320

295

240

98

91

85

337

株　式

計 6,074,410 6,515

銘　　　　　柄 券面総額 貸借対照表計上額

利付国庫債券（１１銘柄）
百万円

52,000
百万円

54,212債　券

計 52,000 54,212

その他有価証券

その他有価証券合計 - 60,727

投
　
　
資
　
　
有
　
　
価
　
　
証
　
　
券

投　資　有　価　証　券　合　計 - 60,727



b.有形固定資産等明細表

減価償却累計額又は

資 産 の 種 類
前 期 末
残 高

当 期
増 加 額

当 期
減 少 額

当 期 末
残 高

償却累計額 当 期
償却額

差引当期
末 残 高 摘 要

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

建 物 - - - 2,364 1,530 47 833

車両及び運搬具 - - - 5 5 - 0

器具及び備品 - - - 1,019 799 31 220

土 地 - - - 978 - - 978

建 設 仮 勘 定 - - - 260 - - 260

有
　
形
　
固
　
定
　
資
　
産

計 - - - 4,627 2,335 78 2,292

施 設 利 用 権 - - - 38 16 1 21

ソフトウェア - - - 873 208 114 664

 

無
形
固
定
資
産 計 - - - 912 225 115 686

長 期 前 払 費 用 - - - - - - -

- - - - - - -

 

繰
延
資
産 計 - - - - - - -

（注） 有形固定資産および無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため、当該資産にかかる「前期末

残高」、「当期増加額」および「当期減少額」の記載を省略しております。



c.資本金等明細表

区　　　　　　　　　分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 摘 要

百万円 百万円 百万円 百万円

資 本 金 10,000 - - 10,000

額 面 普 通 株 式
（118,274 千株）

10,000

（-千株）

-

（4,800 千株）

-

（113,474 千株）

10,000うち既発行
株 式

計
（118,274 千株）

10,000

（-千株）

-

（4,800 千株）

-

（113,474 千株）

10,000

（資本準備金）
株式払込剰余金 5,181 - - 5,181

（その他の資本剰余金）
- - - -

資本準備金及び

その他の資本剰余金

計 5,181 - - 5,181

利 益 準 備 金 2,078 114 - 2,192 （注１）

配 当 引 当 積 立 金 2,030 - - 2,030

圧 縮 記 帳 積 立 金 4 - 0 4 （注２）

別 途 積 立 金 75,430 2,000 - 77,430 （注１）

利 益 準 備 金
及　び

任 意 積 立 金

計 79,542 2,114 0 81,656

（注１） 当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。

（注２） 当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。

d . 引 当 金 明 細 表

当 期 減 少 額
区　　　　分 前期末残高 当期増加額

目 的 使 用 そ の 他
当期末残高 摘　　　要

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

貸 倒 引 当 金 3,383 1,989 0 3,365 2,006

賞 与 引 当 金 197 457 197 - 457

役員退職慰労引当金 553 120 249 - 425

（注）洗替ならびに税法による取崩額であります。

(注)



（２） 主な資産および負債の内容

当事業年度末（平成 13 年 3 月 31 日現在）における主な資産および負債の内容は次のとおりでありま

す。

①　 現 金 ・ 預 金

区 分 金 額

現 金

当 座 預 金

定 期 預 金

30

1,027

1,335

百万円

計 2,393

②　貸　付　金

区 分 口 数 金 額

貸 借 取 引 貸 付 金 1,775
口

586,694
百万円

証 券 会 社 8 142,420
公 社 債 貸 付 金

顧 客 71 481

証 券 会 社 50 27,005
一 般 貸 付 金

顧 客 7,444 39,331

買 現 先 勘 定 財務省資金運用部 16 497,247

そ の 他 の 貸 付 金 大阪証券金融他 3 2,947

計 9,367 1,296,127

③　貸 付 有 価 証 券

区 分 貸 付 先 金 額

貸 借 取 引 貸 付 有 価 証 券

貸債券取引貸付有価証券

そ の 他 の 貸 付 有 価 証 券

ＢＮＰパリバ証券

ＢＮＰパリバ証券

ウェストエルビー証券

他 109 口

他  28

他  25

669,357

1,780,800

3,183

百万円

計 2,453,340

④　保管有価証券および寄託有価証券

払　　　　　出　　　　　額
区　　　　　　　　分 受　入　額

貸 付 有 価 証 券 寄 託 有 価 証 券
保 管 有 価 証 券

百万円 百万円 百万円 百万円

貸借取引貸付金担保有価証券

貸借取引担保金代用有価証券

借 入 有 価 証 券

586,694

468,326

2,393,979

330,264

-

2,060,552

256,430

398,123

-

-

70,203

333,427

計 3,449,001 2,390,816 654,554 403,630



⑤　借入有価証券代り金

区　　　　　　　　分 摘　　　　　　　　要 金　　　　　　　　額

貸 借 取 引 分

貸 債 券 取 引 分

丸 三 証 券

ＢＮＰパリバ証券

他 39

他 28

口 339,783

1,990,033

百万円

計 2,329,816

⑥　コール・マネー

借　　　入　　　先 条　　　件 金　　　額 備　　　　　　　考

百万円

上 田 短 資 株 式 会 社

東 京 短 資 株 式 会 社

日 本 短 資 株 式 会 社

全国信用協同組合連合会

㈱ 大 和 銀 行

㈱ 七 十 七 銀 行

㈱ 近 畿 大 阪 銀 行

そ の 他

翌 日 物

オーバーナイト物

翌 日 物

翌 日 物

オーバーナイト物

期 日 物

オーバーナイト物

期 日 物

オーバーナイト物

オーバーナイト物

オーバーナイト物

オーバーナイト物

期 日 物

120,000

4,900

145,000

135,000

12,000

20,000

20,000

20,000

30,000

15,000

15,000

25,000

13,000

短資取引担保株式預り証担保

無 担 保

短資取引担保株式預り証および公社債担保

短資取引担保株式預り証および公社債担保

無 担 保

短資取引担保株式預り証および公社債担保

無 担 保

〃

無 担 保

無 担 保

無 担 保

無 担 保

〃

計 574,900

⑦　売 渡 手 形

売 渡 先 金　　　　　　額 返   済   期   限

百万円

日 本 銀 行 383,300 平成 13 年 4 月

計 383,300



⑧　コマーシャル・ペーパー

売　　　渡　　　先 金　　　　　　額 返   済   期   限

口 百万円

㈱ 三 和 銀 行

㈱ あ さ ひ 銀 行

㈱ さ く ら 銀 行

他 11

他  6

110,000

51,500

20,000

平成 13 年 4 月

平成 13 年 5 月

平成 13 年 6 月

計 181,500

⑨　貸付有価証券代り金

区　　　　　　　　分 摘　　　　　　　　要 金　　　　　　　　額

貸借取引貸付有価証券代り金

貸債券取引貸付有価証券代り金

その他の貸付有価証券代り金

Ｂ Ｎ Ｐ パ リ バ 証 券

Ｂ Ｎ Ｐ パ リ バ 証 券

ウェストエルビー証券

他 109 口

他  28

他   5

669,357

1,839,756

342

百万円

計 2,509,455

⑩　預り担保有価証券

区　　分 受 入 先 銘　　　　　　柄 株 数 ま た は 額 面 金　　額

口 千株 百万円

貸借取引貸付金
担保有価証券

Ｄ Ｌ Ｊ 証 券 他 極 洋 他 1,774 株　　式 1,078,199 586,694

口 百万円
貸借取引担保金
代用有価証券

BNPﾊﾟﾘﾊﾞ証券他 利付国庫債券
( 2 年)第 171 回

他  138 債券額面 94,286 468,326

口 千株
極 洋 他 5,480 株 式 651,778

百万円

債券額面 94,286

千株
計

株 式 1,729,977

1,055,021

⑪　借入有価証券

借　　　入　　　先 銘　　　　　　柄 金　　　額 備　　　　　　考

丸 三 証 券

ＢＮＰパリバ証券

日 本 生 命

口

他 39

他 31

他 9

ホ ク ト 産 業

利付国庫債券(10 年)第184 回

三 笠 コ カ コ ー ラ

口

他 348

他 140

他 45

百万円

339,783

2,038,400

15,796

　

貸 借 取 引 分

貸 債 券 取 引 分

そ の 他

計 2,393,979

（３） そ　の　他

該当事項はありません。



第６  提 出 会 社 の 株 式 事 務 の 概 要 

 

決 算 期 ３月３１日 定時株主総会 ６月中 

株主名簿閉鎖の期間 － 基 準 日 ３月３１日 

中間配当基準日 中間配当の規定はありません 株 券 の 

種 類 

１株券、10 株券、50 株券、 
100 株券、500 株券、 
1,000 株券、10,000 株券 １単位の株式数 １，０００株 

取 扱 場 所 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号 

代 理 人 日本証券代行株式会社 

取 次 所 日本証券代行株式会社全国支店、出張所 
株 式 の 

名 義 

書 換 え 名 義 書 換 

手 数 料 
無   料 

新 券 交 付 

手 数 料 

株券の毀損、汚損および喪失による株券交
付ならびに不所持株券発行の場合 

株券１枚につき１００円 

取 扱 場 所 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号 

代 理 人 日本証券代行株式会社 

取 次 所 日本証券代行株式会社全国支店、出張所 

単 位 未 満 

株 式 の 

買 取 り 
買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料として別途定める金額 

公 告 掲 載 新 聞 名 日  本  経  済  新  聞 

株主に対する特典 な        し 

 



第７  提 出 会 社 の 参 考 情 報 

 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

提        出        書        類 提     出     日 提 出 先 

発 行 登 録 書（コマーシャル・ペーパー） 平成 12 年  4 月 10 日 
関    東 
財務局長 

訂 正 発 行 登 録 書（コマーシャル・ペーパー） 平成 12 年  6 月 29 日 
関    東 
財務局長 

発 行 登 録 取 下 届 出 書（コマーシャル・ペーパー） 平成 12 年 10 月 31 日 
関    東 
財務局長 

有 価 証 券 報 告 書 
およびその添付書類 

事業年度
(第 90 期) 

自平成11年 4月 1日 

至平成12年 3月 31日 
平成 12 年 6 月 29 日 

関    東 
財務局長 

半  期  報  告  書 (第 91 期中) 
自平成12年 4月 1日 

至平成12年 9月 30日 
平成 12 年 12 月 19 日 

関    東 
財務局長 

自 己 株 券 買 付 状 況 報 告 書 
平成 13 年  2 月  1 日 

平成 13 年  5 月  1 日 

関    東 
財務局長 

 



 

 

 

 

 

 

第  二  部    保  証  会  社  等  の  情  報  
 

該 当 事 項 は あ り ま せ ん 。  


